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第４章　防　災

４－１ 災害の概要

「マ」国はアフリカ諸国では隣国コモロに次いで気象災害に晒されており、2010 年までの過去

39 年間で 35 回ものサイクロン ･ 洪水被害と 5 回の深刻な旱魃被害が発生し、経済発展に負の影

響を及ぼしている 99。近年（1972 ～ 2010 年）で特に大きな被害をもたらした自然災害を表４－１

に示す。これによれば、サイクロン、洪水、旱魃、伝染病が顕著である。

表４－１　過去 39 年間（1972 ～ 2010 年）における大規模な自然災害

発生年 災害の種類 死者数 影響人数 被害総額（× 1000）

1972 サイクロン - 2,510,056 -

1977 サイクロン - - 350,000

1981 旱魃 - 1,000,000 -

1981 サイクロン 107 - 250,000

1982 サイクロン - - 250,000

1984 サイクロン - - 250,000

1986 サイクロン - - 150,000

1988 旱魃 200 - -

1994 サイクロン 200 540,043 -

1997 サイクロン 140 600,000 50,000

1998 旱魃 - 950,000 -

1999 伝染病 860 - -

1999 伝染病 121 - -

2000 サイクロン 130 736,937 -

2002 サイクロン - 526,200 -

2002 伝染病 671 - -

2002 旱魃 - 600,000 -

2003 洪水 - - 150,000

2004 サイクロン 363 988,139 250,000

2007 サイクロン - - 240,000

2008 サイクロン - - 60,000

2008 旱魃 - 720,000 -

2010 サイクロン 120 - -

合計 2,912 9,171,375 2,000,000
出典：BNGRC (2011) Rapport National de Suivi sur la mise en oeuvre du Cadre d'Action de Hyogo (2009-2011)

そのため近年では国家として積極的に防災対策に取り組んでおり、2003 年に国家防災戦略

99　 国家防災事務所（Bureau National de Gestion des Risques et des Catastrophes：BNGRC）(2011) Rapport National de Suivi sur la mise en 
oeuvre du Cadre d'Action de Hyogo (2009-2011) 
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（Stratégie Nationale sur la Gestion des Risques et Catastrophes：SNGRC）が策定され、防災行政組織の

体制整備、サイクロン・洪水・旱魃に対する防災計画の構築、新たな耐サイクロン建築基準の制

定等が達成された。しかしながら、整備された各種体制 ･ システムの実効性の向上、災害予防面

の強化や土地利用規制が課題として指摘されている 100。

「マ」国における災害対応は、災害発生後の物資支援や復旧等のいわゆる「事後対策」であり、

MAP（マダガスカル・アクションプラン）（2007 ～ 2012 年）においても「事前予防」である防

災組織体制の充実や高精度の気象予測の必要性が指摘されている 101。

４－１－１　災害の種類

「マ」国における主な災害の種類の規定は、2003 年の SNGRC においてはサイクロン、洪水、

旱魃、コレラ、蝗
こう

害
がい

の 5 種類とされたが、後年これに地すべりと火災が追加されている。「マ」

国ではこれまでドナーの支援を受け、郡ごとの情報を用いた国レベルとコミューンレベルの 2
種類の統計分析調査に基づく自然災害リスク分析が行われている。なお、自然災害におけるリ

スクとは次のように定義されている 102。

リスク　＝　ハザード　×　脆弱性

ハザード： 人間、財産、環境を害する可能性のある自然災害現象そのもの（例えば、

サイクロンの強度や洪水の空間的広がりを指す）。

脆弱性　： 災害に関連して負の影響を及ぼす可能性のある物理的、社会経済的、政治

的要因（例えば、災害支援体制の未整備や病院・医者の不足数を指す）。

本調査の対象とする自然災害は、「マ」国で比較的大規模な被害をもたらす可能性のある、

すなわちリスクの高い災害である、サイクロン、洪水、旱魃、地すべり・ラバカ（斜面崩壊）、

蝗害、森林火災、海岸浸食、津波とする。伝染病・疾病（コレラ）は対象外とする。

それぞれの自然災害の概要は以下のとおりである。

（１）サイクロン

一般的にサイクロン（Cyclone）とは熱帯低気圧のうちインド洋北部・インド洋南部・

太平洋南部で発生するものを指し、他の地域ではハリケーン（Hurricane）、台風（Typhoon）
とも呼ばれる。観測を行う機関により定義は異なるものの、おおむね最大風速 17.2 ～

24.4m/s 以上、風力 8 ～ 9 以上のものを指すことが多い。最近では、過去 20 年間で最大

級の勢力をもつ Cyclone Gafilo（最大風速 72m/s）が 2004 年 3 月にマダガスカル島を横断

し、300 名以上の死者を出すなど多大な被害をもたらした。また本調査前後の 2012 年 2
～ 3 月にかけても Cyclone Giovanna 及び Irina が相次いで上陸し、計 112 名の死者が出てい

る 103，104（図４－１参照）。

サイクロンのハザードは、サイクロンの、①強度（極めて強い、強い、中程度、熱帯低

気圧）、②マダガスカル島への進入路、③マダガスカル島からの退出路、④軌道、に係る

100　UNDP/CNS Stratégie Nationale de Gestion des Risques et des Catastrophes
101　Madagascar Action Plan (2006) 
102　UNDP/CNS Stratégie Nationale de Gestion des Risques et des Catastrophes
103　Radio Netherlands, Worldwide AFRICA (2012) http://www.rnw.nl/africa/bulletin/65-killed-madagascar-storm-weather-agency-1
104　http://reliefweb.int/node/484925
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指標の組み合わせにより算出される。

図４－２は、1960 ～ 2001 年までの 50 年間におけるサイクロンの進入・退出路、軌道、

風速を総合し、地域ごとのサイクロンのハザードを示したものである。DGM（公共事業・

気象省気象総局）の分析によると、近年（1990 年代半ば以降）サイクロンの軌道が従来

のパターンから外れるケースが多く、予測しづらくなっており、気候変動に加えて東部森

林回廊の減少による表層の形状の変化がその一因ではないかとも考えられている。またサ

イクロンの強度が増す傾向にある。
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図 4-1 Cyclone Giovanna 被害状況（2012 年 2 月 14 日） 

出典：UNICEF (2012) http://www.un.org/apps/news/story.asp?NewsID=41252&Cr=madagascar&Cr1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2 マ国におけるサイクロンのハザード図 
出典：CNS7 (2001) Rapport de l’atelier technique sur l’analyse des aléas 

（注）凡例は上から順に、極高、高、中、低、極低、なし 

                                                  
7 緊急国家評議会（CNS：Conseil National de Secours）；BNGRC の前身 

出典：UNICEF (2012) http://www.un.org/apps/news/story.asp?NewsID=41252&Cr=madagascar&Cr1

図４－１ Cyclone Giovanna 被害状況（2012 年 2 月 14 日）



－ 95 －

 4-3

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 4-1 Cyclone Giovanna 被害状況（2012 年 2 月 14 日） 

出典：UNICEF (2012) http://www.un.org/apps/news/story.asp?NewsID=41252&Cr=madagascar&Cr1 
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出典：CNS7 (2001) Rapport de l’atelier technique sur l’analyse des aléas 
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7 緊急国家評議会（CNS：Conseil National de Secours）；BNGRC の前身 

注）凡例は上から順に、極高、高、中、低、極低、なし

出典：CNS105  (2001) Rapport de l'atelier technique sur l'analyse des aléas

図４－２　「マ」国におけるサイクロンのハザード図

（２）洪水

サイクロンが襲来する雨期には、長時間の連続降雨もしくは集中豪雨の影響により、各

地域で洪水が発生することがある。近年の比較的大きな洪水被害としては、2007 年 1 ～ 2
月にサイクロンに伴う豪雨で発生した洪水の影響により首都アンタナナリボを含む 4 県で

1 万 2,000 人以上が避難した事例がある。

「マ」国の一般的気候区分は 5 つ（Humide： 湿潤気候、 Subhumide： 亜湿潤気候、 
Montagneux： 山岳気候、Aride：乾燥気候、Subaride： 亜乾燥気候）に分類される（図４－

３左図参照）。図４－３右側に 1951 ～ 1989 年の日最大降雨量に基づいた 10 年確率雨量の

分布図を示す。本図から、東海岸から中央高地にかけては降雨量が多く、西部～南部が乾

燥地帯であることが分かる。

105　緊急国家評議会（Conseil National de Secours：CNS）；BNGRC の前身
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図 4-3 「マ」国の気候区分図と 10 年確率雨量分布図 

出典：CNS (2001) Rapport de l’atelier technique sur l’analyse des aléas 

 

 洪水のハザードは、①雨量強度（時間当たり降雨量）、②降雨の空間分布、③土壌・地盤の透水性、④

土壌・地盤の性質、⑤植生状態、⑥土壌・地盤の飽和度、⑦表層地形（集水地形等）、から成る自然条件

の指標を組み合わせることにより算出される。 

図４－４左側は、これらの指標により示した洪水のハザード図である。 

内務・行政改革相国家防災事務所（Bureau National de Gestion des Risques et des Catastrophes：BNGRC）

では、洪水ハザード解析モデルを衛星画像や土壌蒸散指標を含めた新規モデルに改定したいと考えてい

出典：CNS (2001) Rapport de l'atelier technique sur l'analyse des aléas

図４－３　「マ」国の気候区分図と 10 年確率雨量分布図

洪水のハザードは、①雨量強度（時間当たり降雨量）、②降雨の空間分布、③土壌・地

盤の透水性、④土壌・地盤の性質、⑤植生状態、⑥土壌・地盤の飽和度、⑦表層地形（集

水地形等）、から成る自然条件の指標を組み合わせることにより算出される。

図４－４左側は、これらの指標により示した洪水のハザード図である。

BNGRC では、洪水ハザード解析モデルを衛星画像や土壌蒸散指標を含めた新規モデル

に改定したいと考えているが、「マ」国においてこれらのデータを入手することは困難で

あり、改定は進んでいない。

（３）旱魃

図４－３で示したとおり、「マ」国の特に南西部地域の大部分は乾燥地帯であるが、従

前は雨期には集中的な降雨が発生し、サツマイモやトウモロコシなどの栽培が可能であっ

た。しかし、近年は雨期でも降雨が少なく、しばしば旱魃被害が発生している。

旱魃のハザードは、洪水ハザードと同じ指標に「平年以下の年間降水量の回数と期間」

の指標を加えて算出される。図４－４右側は、これらの指標により算出した旱魃のハザー

ド図である。
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図 4-4 「マ」国における洪水（左）と旱魃（右）のハザード図 
出典：CNS (2001) Rapport de atelier technique sur l’analyse des aléas 

（注）凡例は上から順に極高、高、中、低、極低、なし 
 

洪水ハザードと同様に、BNGRC は旱魃ハザード解析モデルの改定を希望しているが、必要なデータが

入手できない状況である。 

 

（4） 地すべり・ラバカ 
サイクロンに伴う豪雨の影響などにより、「マ」国では地すべりや斜面崩壊が発生することがある。首

相府直轄の予防・応急対応ユニット（CPGU）への聞き取り調査によれば、近年の気候変動によると思わ

れる降雨量の増加、並びに森林減少・森林火災を原因として、地すべり・斜面崩壊の発生が増加してい

る。特に国道での被害が顕著であり、国道 7 号線と南東沿岸部の Mananjary を結ぶ国道 25 号線において

斜面崩壊で 8 名死亡しており、迂回路がない東海岸の国道 23 号線でも脆弱な地質が素因となって地すべ

注）凡例は上から順に極高、高、中、低、極低、なし
出典：CNS (2001) Rapport de atelier technique sur l'analyse des aléas

図４－４　「マ」国における洪水（左）と旱魃（右）のハザード図

洪水ハザードと同様に、BNGRC は旱魃ハザード解析モデルの改定を希望しているが、

必要なデータが入手できない状況である。

（４）地すべり・ラバカ

サイクロンに伴う豪雨の影響などにより、「マ」国では地すべりや斜面崩壊が発生する

ことがある。首相府直轄の CPGU（予防・応急対策ユニット）への聞き取り調査によれば、

近年の気候変動によると思われる降雨量の増加、並びに森林減少・森林火災を原因とし

て、地すべり・斜面崩壊の発生が増加している。特に国道での被害が顕著であり、国道 7
号線と南東沿岸部の Mananjary を結ぶ国道 25 号線において斜面崩壊で 8 名死亡しており、

迂回路がない東海岸の国道 23 号線でも脆弱な地質が素因となって地すべりが多数発生し

ている。また、西沿岸の Mahajanga では河川域での土壌浸食・流出が激しく、土砂により

港が埋まりつつある。過去に地すべり・斜面崩壊対策に係る援助プロジェクトはない。
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図 4-5 国道沿いの地すべり・斜面崩壊の状況 

出典：JICA 調査団 （2012 年) 

 

また、ラバカ（Lavaka：マダガスカル語で穴の意）とは「マ」国によくみられる土壌浸食による斜面

崩壊であり、高地、特に森林などの植物被覆の乏しい場所で発生しやすく、1 カ所の規模は 20～30m 程

度が一般的である（図４－６）。片麻岩や花崗岩の風化地域（粘性土）で、地下水を誘因として発生し、

発生地点には湧水も多い。ラバカによって流出した表層の再堆積土砂は特に浸食に弱く、更なる斜面崩

壊につながっている。アンタナナリボ大学地理学部でラバカを研究対象としている Rabarimanana 教授に

よると、「マ」国北東部森林地帯の 1 集水地形（約 8,000ha）に 4,000～6,000 カ所のラバカが存在すると

のことである8。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 4-6 ラバカの発生状況 
出典：JICA 調査団 （2012 年） 

 

                                                  
8 Rabarimanana,et al. (2003) Cartographie des Lavaka par Teledetection: Anayse des Facteurs et Gestion des espaces Ruraaux a 
Madagascar 

出典：JICA 調査団（2012 年）

図４－５　国道沿いの地すべり・斜面崩壊の状況
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よると、「マ」国北東部森林地帯の 1 集水地形（約 8,000ha）に 4,000～6,000 カ所のラバカが存在すると

のことである8。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 4-6 ラバカの発生状況 
出典：JICA 調査団 （2012 年） 

 

                                                  
8 Rabarimanana,et al. (2003) Cartographie des Lavaka par Teledetection: Anayse des Facteurs et Gestion des espaces Ruraaux a 
Madagascar 

出典：JICA 調査団（2012 年）

図４－６　ラバカの発生状況

ラバカの主な被害は森林破壊、田畑や建物への被土、道路（インフラ）被害であるが、

死者は報告されていない。道路での災害後は道路線形を変更するなどの対策を実施してい

るが、根本的にラバカを防止・抑制する対策には至っていない。国の組織としてラバカを

専門に対応している機関はなく、アンタナナリボ大学で研究を実施しているのみである。

106　Rabarimanana, et al. (2003) Cartographie des Lavaka par Télédétection: Anayse des Facteurs et Gestion des espaces Ruraux à Madagascar
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（５）蝗害

「マ」国の南部乾燥地帯にはトノサマバッタ（Locusta migratoria）やアカトビバッタ

（Nomadacris septemfasciata）が生息しているが、10 年に 1 度程度大量発生し、通常の生息

範囲である南部から南東部 Farafangana や北西部 Maintirano、更には北部へと広がってい

く。乾期は繁殖には適さない乾燥・冷涼な気候であるが、10 月～翌 5 月にかけての雨期

に気温、降雨量、日照等が好条件で重なった場合にバッタが大発生する 107。バッタは集団

の密度が一定限度に達すると、翅が伸びる、群れで行動する、通常食べない植物まで食べ

る、などの相変異を遂げ、必要な食物を求めて 1 日 100km の移動が可能となる。平均的

な群れが 1 日に消費する食料は 2,500 人分にのぼり、作物が食い荒らされれば農村地帯の

46万人が危機にさらされる 108。大量に発生したバッタは大量の卵を産むため、数年連続し

て発生するのが特徴である。

近年では 2009 年 10 月から 2010 年にかけて南部を中心に 500,000ha の地域が被害を受け、

農作物の被害額は 135 百万米ドルと推定されており 109、以降、2010 ～ 2011 年及び 2011 ～

2012 年にも「マ」国政府及びドナーによる警戒と予防及び対策が続いている。

蝗害対策は一般に大量発生後のヘリコプターによる化学農薬の散布が主流であるが、

FOFIFA（国立農村開発応用研究センター）では環境に配慮して細菌やカビなどのバイオ

農薬を使った対策を研究している。これまでの研究から、幼虫段階でこれらの細菌・カビ

を直接散布することにより、環境や人間への健康被害を最小にした対策が可能となる。た

だし、いったん羽化した後はバイオ農薬による駆除は不可能であり、従来どおりヘリコプ

ター等で追跡し化学薬品を散布する。

図４－７はトノサマバッタの従来の生息域から求めたハザード分布図である。

107　FAO (2010) http://www.jaicaf.or.jp/fao/publication/NL-1010.pdf
108　FAO (2010) http://www.fao.org/fileadmin/templates/tc/tce/pdf/madagascar_locustresponse20101.pdf
109　OCHA (2011) Annual Report on the Use of CERF Grants Madagascar
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図 4-7 「マ」国における蝗害のハザード図 

出典：CNS (2001) Rapport de atelier technique sur l’analyse des aléas 

（注）凡例は上から順に、発生域、移動域、高密度域、長翅相域、被害拡大可能域 

  

 

（6） 森林火災 
本災害の概要については「３－１－５生物多様性に対する脅威」を参照のこと。 

 
（7） 海岸浸食 
海岸浸食対策を担当している CPGU は、その危険性について認識しているものの、具体的な対策はほ

とんど実施していないのが実情である。また海岸浸食に関する研究・調査は、各国の研究機関の主導に

よりいくつか実施されているが、現状では具体的な対策につながっていない。 

西海岸の都市 Morondava では 1960 年頃から海岸浸食の発生が認識されており、その当時から既に 2km

以上も海岸線が後退している。対策としては海岸線の一部で護岸工などが施工されているが、その規模

は非常に限られたものである。CPGU はコンクリート消波擁壁工建設やリーフ整備などの構造物対策、

砂の充填・補充を実施したいと考えているが、現在のところ実施の予定はない。また構造物対策と併せ

て海岸浸食のモニタリングや計測を実施し、早期警戒体制につなげたいと考えている。 

 

（8） 津波 
 「マ」国では 2004 年 12 月のスマトラ島沖地震の際に津波が到達し、南東部 Manakara では、死者は

出なかったものの 150 家屋が流失し 1,200 名が家を失ったほか、消波コンクリート護岸の流失、漁船の流

失、耕作地の塩化被害があった。しかし、上記を除いて「マ」国において津波被害はほとんど報告され

注）凡例は上から順に、発生域、移動域、高密度域、長翅相域、被害拡大可能域
出典：CNS (2001) Rapport de atelier technique sur l'analyse des aléas

図４－７　「マ」国における蝗害のハザード図

（６）森林火災

本災害の概要については「２－１－５　生物多様性に対する脅威」を参照のこと。

（７）海岸浸食

海岸浸食対策を担当している CPGU は、その危険性について認識しているものの、具体

的な対策はほとんど実施していないのが実情である。また、海岸浸食に関する研究・調査

は、各国の研究機関の主導によりいくつか実施されているが、現状では具体的な対策につ

ながっていない。

西海岸の都市 Morondava では 1960 年頃から海岸浸食の発生が認識されており、その当

時から既に 2km 以上も海岸線が後退している。対策としては海岸線の一部で護岸工など

が施工されているが、その規模は非常に限られたものである。CPGU はコンクリート消波

擁壁工建設やリーフ整備などの構造物対策、砂の充填・補充を実施したいと考えている

が、現在のところ実施の予定はない。また、構造物対策と併せて海岸浸食のモニタリング

や計測を実施し、早期警戒体制につなげたいと考えている。

（８）津波

「マ」国では 2004年 12月のスマトラ島沖地震の際に津波が到達し、南東部Manakaraでは、

死者は出なかったものの 150 家屋が流失し 1,200 名が家を失ったほか、消波コンクリート
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護岸の流失、漁船の流失、耕作地の塩化被害があった。しかし、上記を除いて「マ」国に

おいて津波被害はほとんど報告されておらず、歴史上の被害記録もないため、CPGU では

自然災害対策としての優先度は低いととらえている。ただし、津波発生時に沿岸の住民が

避難できるように防災教育は必要であると考えている。

「マ」国では地震や津波に係る研究はアンタナナリボ地球物理観測研究所（Institut et 
Observatoire de Géophysique d'Antananarivo：IOGA）が行っている。

４－１－２　脆弱性検討とリスク算出の方法

「マ」国における脆弱性の指標は貧困と慢性的栄養失調に大別されるが、CNS（緊急国家評

議会）（2001）ではより詳細に分析を実施するため　①食料供給、②収入、③栄養状態、④健

康状態、⑤給水事情、⑥居住環境、⑦教育、⑧コミュニティの参加・隔離状況、の 8 指標に

よって脆弱性を算出している 110。図４－８はこれら指標の組み合わせによる脆弱性の分布状況

をマップに示したものである。
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ておらず、歴史上の被害記録もないため、CPGU では自然災害対策としての優先度は低いととらえてい
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「マ」国では地震や津波に係る研究はアンタナナリボ地球物理観測研究所（Institut et Observatoire de 

Géophysique d’Antananarivo：IOGA）が行っている。 

 

４－１－２ 脆弱性検討とリスク算出の方法 
「マ」国における脆弱性の指標は貧困と慢性的栄養失調に大別されるが、CNS（2001）ではより詳細

に分析を実施するため ①食料供給、②収入、③栄養状態、④健康状態、⑤給水事情、⑥居住環境、⑦

教育、⑧コミュニティの参加・隔離状況、の 8 指標によって脆弱性を算出している12。図４－８はこれら

指標の組み合わせによる脆弱性の分布状況をマップに示したものである。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 4-8 「マ」国における脆弱性分布の例 

出典：CNS (2001) Rapport de atelier technique sur l’analyse des aléas 
（注）凡例は上から順に、高、平均、低、極低 

 

さらに CNS（2001）は 5 つの自然災害であるサイクロン（図４－２）、洪水（図４－４）、旱魃（図４

－４）、蝗害（図４－７）、疫病（本調査では省略）のハザードと脆弱性（図４－８）を組み合わせるこ

とにより、「マ」国の自然災害リスクを図４－９のとおり算出した。 

 

 

                                                  
12 CNS (2001) Rapport de l’atelier technique sur l’analyse des aléas 

注）凡例は上から順に、高、平均、低、極低
出典：CNS (2001) Rapport de l'Atelier technique sur l'analyse des aléas

図４－８ 「マ」国における脆弱性分布の例

さらに CNS（2001）は 5 つの自然災害であるサイクロン（図４－２）、洪水（図４－４）、旱

魃（図４－４）、蝗害（図４－７）、疫病（本調査では省略）のハザードと脆弱性（図４－８）

を組み合わせることにより、「マ」国の自然災害リスクを図４－９のとおり算出した。

110　CNS (2001) Rapport de l'atelier technique sur l'analyse des aléas
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図 4-9 「マ」国における自然災害リスク分布の例 

出典：CNS (2001) Rapport de atelier technique sur l’analyse des aléas 
（注）凡例は上から順に、高、平均、低、極低 

 

４－１－３  災害予測と連絡体制 
（1） 気象観測・通信体制 
「マ」国においてサイクロンをはじめとする気象災害の予測を担当する機関は公共事業・気象省 気

象総局（MTPM/DGM）である。DGM では全国 20 カ所ある各観測地点から携帯電話回線やラジオネット

ワーク等を使って毎時の基礎情報（気温、降雨量、湿度等）を収集し、その観測データをドイツに送信

し、ドイツで解析された気象予測結果を使用している。この解析結果に基づいて天気予報図を作成し、

日・週間の天気を予報するとともに、3 カ月季節予報、サイクロン予測などを実施している。 

なお、「マ」国には 1976 年に WMO 及び UNDP によってサイクロン監視のための日本製 S バンド気象

レーダー（三菱 RC32B）が北東部 Antalaha、西部 Morondava、首都 Antananarivo に計 3 基設置されたが、

老朽化により 1995 年以降は稼働を停止し、現在に至っている。13 

サイクロン予測解析にあたっては USA や EU のモデルを使用しており、DGM は「マ」国オリジナル

の予測モデルが必要と考えている。 

過去 50 年間のサイクロンの研究に関する統計資料から、サイクロンの襲来が予測される場合には次の

特徴が発生することが知られている。 

・気温の上昇 

・降雨量の増加 

・雨期の遅れ（ずれ） 
                                                  
13 2008 年度マ国要請案件「無償資金協力 気象レーダー整備計画」の関連資料より。 

注）凡例は上から順に、高、平均、低、極低
出典：CNS (2001) Rapport de l'Atelier technique sur l'analyse des aléas

図４－９ 「マ」国における自然災害リスク分布の例

４－１－３　 災害予測と連絡体制

（１）気象観測・通信体制

「マ」国においてサイクロンをはじめとする気象災害の予測を担当する機関は DGM（公

共事業・気象省気象総局）である。DGM では全国 20 カ所ある各観測地点から携帯電話回

線やラジオネットワーク等を使って毎時の基礎情報（気温、降雨量、湿度等）を収集し、

その観測データをドイツに送信し、ドイツで解析された気象予測結果を使用している。こ

の解析結果に基づいて天気予報図を作成し、日・週間の天気を予報するとともに、3 カ月

季節予報、サイクロン予測などを実施している。

なお、「マ」国には 1976 年に WMO（世界気象機関）及び UNDP（国連開発計画）に

よってサイクロン監視のための日本製 S バンド気象レーダー（三菱 RC32B）が北東部

Antalaha、西部 Morondava、首都アンタナナリボに計 3 基設置されたが、老朽化により

1995 年以降は稼働を停止し、現在に至っている。111

サイクロン予測解析にあたっては米国や EU のモデルを使用しており、DGM は「マ」

国オリジナルの予測モデルが必要と考えている。

過去 50 年間のサイクロンの研究に関する統計資料から、サイクロンの襲来が予測され

る場合には次の特徴が発生することが知られている。

・気温の上昇

111　2008 年度「マ」国要請案件「無償資金協力　気象レーダー整備計画」の関連資料より。
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・降雨量の増加

・雨期の遅れ（ずれ）

・豪雨の頻発

サイクロンなどに対する防災警報発令・避難発令は原則として内務・行政改革省

（Ministère de l'Intérieur et la Réforme Administrative：MIRA）傘下の BNGRC の責務であり、

DGM は BNGRC に対してサイクロンの強度や位置などの情報を提供する役割を担う。

（２）防災警報連絡体制

BNGRC では DGM からの気象情報に基づきサイクロンの予警報を発令する。予警報レ

ベル　Ⅰ. 注意→Ⅱ. 脅威→Ⅲ. 危険、の順で危険の度合いが増す。サイクロン発生時には

県（ないし郡、コミューン）ごとに予警報を発令し、具体的な準備対策を指示する。準備

対策とは、サイクロン襲来地区に対する避難指示や食料・備品（マッチ、ろうそくなど）

の準備、倒木による被害を防ぐための家屋周辺の切木、電気系統のショートを防ぐための

電源の始末などである。

情報伝達には電話やラジオネットワーク無線、携帯電話の SNS メッセージを使用す

る。（現在、世銀の支援を受けて、各コミューンから災害情報を集約する訓練を実施して

いる。各コミューンには特製 SIM カードが配布され、携帯電話に設置した状態で表示さ

れる質問を選択していくことにより、自動的に災害状況が BNGRC に報告される仕組みに

なっている。）
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（2） 防災警報連絡体制 
BNGRC では DGM からの気象情報に基づきサイクロンの予警報を発令する。予警報レベル Ⅰ.注意、

Ⅱ.脅威、Ⅲ.危険、の順で危険の度合いが増す。サイクロン発生時には県（ないし郡、コミューン）ごと

に予警報を発令し、具体的な準備対策を指示する。準備対策とは、サイクロン襲来地区に対する避難指

示や食料・備品（マッチ、ろうそくなど）の準備、倒木による被害を防ぐための家屋周辺の切木、電気

系統のショートを防ぐための電源の始末などである。 

情報伝達には電話やラジオネットワーク無線、携帯電話の SNS メッセージを使用する。（現在、世銀の

支援を受けて、各コミューンから災害情報を集約する訓練を実施している。各コミューンには特製 SIM

カードが配布され、携帯電話に設置した状態で表示される質問を選択していくことにより、自動的に災

害状況が BNGRC に報告される仕組みになっている。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図４－10 BNGRC のオペレーションセンター（情報受発信基地） 

出典：JICA 調査団 （2012 年） 

 

BNGRC は自然災害にかかわる情報伝達の重要性を認識しており、これらに関する通信体制及び情報シ

ステムの開発は現状における優先課題としている。しかしながら、現状における緊急情報の伝達には各

地方に対してラジオネットワーク無線を使用するなどタイムリーな情報発信体制が構築されていないだ

けでなく、BNGRC のウェブサイトも必要情報の利用とアクセスを可能にするためには貧弱である。

BNGRCの情報受発信基地であるオペレーションセンターにも 2台のパソコンとラジオ無線機があるのみ

であり、緊急災害に対応していくための基本的な資機材が不足している。 

 

 

出典：JICA 調査団（2012 年）

図４－ 10　BNGRC のオペレーションセンター（情報受発信基地）

BNGRC は自然災害に係る情報伝達の重要性を認識しており、これらに関する通信体制

及び情報システムの開発は現状における優先課題としている。しかしながら、現状におけ

る緊急情報の伝達には各地方に対してラジオネットワーク無線を使用するなどタイムリー

な情報発信体制が構築されていないだけでなく、BNGRC のウェブサイトも必要情報の利

用とアクセスを可能にするためには貧弱である。BNGRC の情報受発信基地であるオペ

レーションセンターにも 2 台のパソコンとラジオ無線機があるのみであり、緊急災害に対
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応していくための基本的な資機材が不足している。

４－２　防災に関する戦略・国家プログラムと多国間条約の取り組み状況

４－２－１　国家防災政策（PNGRC）・国家防災戦略（SNGRC）
「マ」国において防災政策は古くから認識されており、1972 年 10 月に「緊急国家評議会に

関する法令」が制定され、CNS（緊急国家評議会）〔BNGRC（国家防災事務所）の前身〕が設

立されたことに始まり、防災政策に関連する法令が制定されている（表４－２）。CNS の設立

後、防災政策は社会経済情勢の変化を受けながら適応が模索され、1994 年の「横浜戦略 112」を

機に、2000 年までの間に SNGRC（後述）の基盤となる戦略が検討された。

表４－２ 防災関連法規制定の流れ

施行年月日 法令番号 内容

1972 年 10 月 20 日

1982 年 5 月

1985 年 2 月

1990 年 5 月

n°72-377
n°82-249
n°85-029
n°90-193

CNS に関する法令

修正

修正

修正

1990 年 12 月 21 日 n°90-033 マダガスカル環境憲章に関する法令

1999 年 12 月 15 日

2004 年 2 月 3 日

n°99-954
n°2004-167

環境への投資の適合性に関する法令

修正

2003 年 9 月 5 日

2005 年 12 月 20 日

n°2003-010
n°2005-866

PNGRC に関する法令

修正

2006 年 12 月 12 日 n°2006-892 CPGU（予防・応急対策ユニット）に関する法令

2006 年 12 月 19 日 n°2006-904 BNGRC に関する法令

出典：JICA 調査団（2012 年）

このような背景の下、国家レベルの防災政策として、2000 年から 2001 年にかけて SNGRC
が作成された。その後、2003 年に制定された PNGRC の告示とともに SNGRC の施行が始まっ

た。国家防災政策（Politique Nationale sur la Gestion des Risques et des Catastrophes：PNGRC）は防

災にかかわる責任者や財政機構などを記載した枠組みであり、首相を含む議会で議決された法

令である。本法令に基づいて防災関連の各条例が策定される。SNGRC は、PNGRC の枠組みに

沿って規定された具体的な活動戦略並びに行動計画である（図４－ 11 参照）。なお、SNGRC
の各活動内容は UNDP（国連開発計画）からの資金提供及び技術支援を受けて作成された。

112　 国連では 1990 年代を「国際防災の 10 年（International Decade on National Disaster Reduction：IDNDR）」と定め、94 年に世界的
な防災戦略である「横浜戦略｣を策定した。
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 4-13

４－２ 防災に関する戦略・国家プログラムと多国間条約の取り組み状況 
 
4-2-1 国家防災政策（PNGRC）・国家防災戦略（SNGRC） 
「マ」国において防災政策は古くから認識されており、1972 年 10 月に「緊急国家評議会に関する法令」

が制定され、緊急国家評議会［CNS；国家防災事務所（BNGRC）の前身］が設立されたことに始まり、

防災政策に関連する法令が制定されている（表 4-2）。CNS の設立後、防災政策は社会経済情勢の変化を

受けながら適応が模索され、1994 年の「横浜戦略14」を機に、2000 年までの間に国家防災戦略（SNGRC）

（後述）の基盤となる戦略が検討された。 
表 4-2 防災関連法規制定の流れ 

 

 

 

出典：JICA 調査団（2012 年） 
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は防災にかかわる責任者や財政機構などを記載した枠組みであり、首相を含む議会で議決された法令で

ある。本法令に基づいて防災関連の各条例が策定される。SNGRC は、PNGRC の枠組みに沿って規定さ

れた具体的な活動戦略並びに行動計画である（図４－11 参照）。なお SNGRC の各活動内容 は UNDP か

らの資金提供及び技術支援を受けて作成された。 

 

 

 

 

 

 
図４－11 国家防災政策（PNGRC）と国家防災戦略（SNGRC）の関係 
出典：JICA 調査団（2012）（BNGRC 内部資料を基に JICA 調査団作成） 

SNGRC は、現況での災害ハザードとリスクの評価、将来的なリスク管理計画及びキャパシティ向上を

実施するうえでの重要なマイルストーンとして位置づけられており、貧困削減と環境影響緩和を念頭に

                                                  
14国連では 1990 年代を「国際防災の 10 年（International Decade on National Disaster Reduction：IDNDR）」と定め、94 年に

世界的な防災戦略である「横浜戦略｣を策定した。 

施行年月日 法令番号 内容 
1972 年 10 月 20 日 
1982 年 5 月 
1985 年 2 月 
1990 年 5 月 

n°72-377 
n°82-249 
n°85-029 
n°90-193 

緊急国家評議会（CNS）に関する法令 
修正 
修正 
修正 

1990 年 12 月 21 日 n°90-033 マダガスカル環境憲章に関する法令 
1999 年 12 月 15 日 
2004 年 2 月 3 日 

n°99-954 
n°2004-167 

環境への投資の適合性に関する法令 
修正 

2003 年 9 月 5 日 
2005 年 12 月 20 日 

n°2003-010 
n°2005-866 

国家防災政策（PNGRC）に関する法令 
修正 

2006 年 12 月 12 日 n°2006-892 予防・応急対応ユニット（CPGU）に関する法令 
2006 年 12 月 19 日 n°2006-904 国家防災管理事務所（BNGRC）に関する法令 

国家防災政策
PNGRC

（2003年制定）

国家防災戦略
SNGRC

（2000～2001年作成）

法令：首相を含む議会で議決

戦略・行動計画

各条令

各条令

各条令

各条令

UNDP財政：技術支援

出典：JICA 調査団（2012 年）（BNGRC 内部資料を基に JICA 調査団作成）

図４－ 11　PNGRC と SNGRC の関係

SNGRC は、現況での災害ハザードとリスクの評価、将来的なリスク管理計画及びキャパシ

ティ向上を実施するうえでの重要なマイルストーンとして位置づけられており、貧困削減と環

境影響緩和を念頭に置いた効果的な防災管理をめざしている。なお、SNGRC は国際レベルで

の防災政策としての「横浜戦略」にも批准している。現在、国際レベルでの防災政策の進展を

受けて SNGRC の改定が望まれており、UNDP により 2012 ～ 2013 年にかけて改定がなされる

予定である。改定内容は、上記の国際レベルの政策進展に加え、行政区分の変更に伴う防災計

画の変更、気候変動の包含、潜在的リスクの評価に関する記載などである。

SNGRC は以下の 6 つの戦略から構成されている。

戦略１：防災キャパシティ強化に向けた組織・機構の構築

戦略２：国家／地方レベルにおける防災に係る長期能力開発

戦略３：統合的な早期警戒体制の構築

戦略４：長期における財政機構の確保

戦略５：包括的なリスクと脆弱性の軽減

戦略６：国際協力と地域協力

表４－３に SNGRC の内容とそれに対応する「マ」国での活動成果をまとめる。

表４－３ SNGRC と「マ」国活動成果の比較

主要な活動 現状 課題

１
．
組
織
・
機
構
の
構
築

法整備 ・2001 年　SNGRC 作成。

・2003 年　PNGRC 制定。

・SNGRC 実施の予算不足。

体制構築 ・2006 年　CPGU 設置。

・2006 年　BNGRC 設置。併せて地方の県防災

事務所（CRGRC）、郡防災事務所（CDGRC）、
コミューン防災事務所（CCGRC）、フクタン

防災事務所（CLGRC）設置。

・地方の防災事務所は機能し

ていない場合あり。ただし

ドナーや NGO の支援で、

一部事務所でプロジェクト

実施。

・機材の不足。

防災国家／補足計画 ・SNGRC 以降は制定なし。
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災害緊急体制の構築 ・2008 年に BNGRC を補佐する災害緊急セン

ターを設置したが、2009 年政治危機による

活動停止中。

・BNGRC オペレーションセンターに対し、

JICA 支援による機材（PC や通信機器等）も

あり。

・財政支援の停止。

・機材の不足。

組織的戦略の強化 ・SNGRC 以降は制定なし。

国際協力体制の充実 ・2009 年以前に BNGRC と各国際援助機関にお

いて協力契約を締結し、国際協力プロジェク

トを実施。

・2009 年政治危機で一部停止

中。

２
．
防
災
の
長
期
能
力
開
発

地 方・ コ ミ ュ ー ン

キャパシティ向上

・地方組織、コミュニティに対する、BNGRC
によるキャパシティ向上トレーニングを継続

的に実施中。

・BNGRCは、毎サイクロンシーズン前に郡長、

コミューン長、フクタン長に対してワーク

ショップを開催し、住民に対するトレーニン

グを実施。

・Tana 大学の防災リスク管理コースは、国家

的技術向上に貢献。

・トレーニング内容は毎回同

じ。

・機材の不足。
国家防災事務所人的

資源向上

県・群防災事務所人

的資源向上

技術向上訓練

国家防災プログラム

枠組の構築

・SNGRC 以降は制定なし。

３
．
早
期
警
戒
体
制
の
構
築

情報システムの構築 ・各ドナーや NGO の支援により、BNGRC 内

には情報処理機材が設置。ただし、システム

と呼べるほど充実しておらず、PC やラジオ

無線装置など。

・機材、人員（PC・無線を使

用できる人）不足。

ハザード・脆弱性評

価

・各ドナーの支援を受けて、ハザード、脆弱

性、リスクのモデリングとマッピングを実

施。

・2004 年以降の更新なし。

SNAP（国家早期警戒

システム）

・SNAP は国連と CARE〔ケア（海外援助救援

協会）機構〕の支援により、2004 年以降運

用されていた。

・SADC（南部アフリカ開発共同体）による

NVAC〔国家脆弱評価委員会（単に VAC とも）〕

も 2008 年に統合された。

・2009 年政治危機により財政

支援が停止し、停止中。

災害発生の事後評価 ・BNGRC で災害後の被害評価を整理する体制

を構築。

・地方からの情報収集で、迅

速性・正確性に問題あり。

住民教育と広報活動 ・BNGRC における教育・訓練支援体制あり。

・災害前・中・後のメディアを使用した住民

への連絡体制を構築。

・緊急災害時の早期警報発令について、通信

会社と契約。

・早期警報のためのモニタリ

ング・評価が確立していな

い。

・早期警報の連絡体制は一部

地方で確立していない。

全レベルでの通信戦

略策定

・戦略検討中であったが、2009 年政治危機に

より停止中。
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４
．
財
政
機
構
の
確
保

防災基金の設立 ・設立なし。 ・緊急時に対応できる防災基

金の設立が急務であるが、

国家予算を確保できない。

財政機構の改善 ・財政機構なし。ドナーからの支援に依存。

BNGRC 管 理・ 財 務

部の設置

・BNGRC 内に管理・財務部を設置。

会計・財務手法の確

立

・MIRA（内務・行政改革相）において防災に

係る会計・財務手法を確立

透明性確保とモニタ

リング

・BNGRC ではニーズ、支援、寄付等を含めた

報告書を作成し、すべてのステークホルダー

に配布。

・ドナーからの支援や寄付を管理するソフト

ウェアを導入。

・2009 年政治危機以降、報告

書の配布が停滞。

５
．
リ
ス
ク
と
脆
弱
性
の
軽
減

貧困層の脆弱性軽減 ・「マ」国アクションプランにも記載で、各ド

ナーが地方域でのプロジェクトを実施。

・ドナーによるプロジェクト

実施地域と、災害の高リス

ク域が一致していない場合

がある。

リスク軽減と環境問

題の統合

・PE（環境プログラム）III と NAPA（国別適

応行動計画）において、BNGRC は環境問題

におけるステアリングコミッティの一員。

・BNGRC では環境問題を検

討するためのキャパシティ

が十分ではない。

６
．
国
際
協
力
と
地
域
協
力

技術協力と政策協力 ・2009 年以前に BNGRC と各国際援助機関・

NGO において技術・政策協力契約を締結。

・2009 年政治危機で一部停止

中。

情報交換 ・DGM（公 共 事 業・ 気 象 省 気 象 総 局） や

BNGRC において、防災情報の共有・交換を

実施。

出典： JICA (2012) Étude de base et analyse des situations de la Conservation de la Biodiversité, du Changement Climatique et de la Gestion des 
Catastrophes Naturelles à Madagascar Domaine «Gestion Des Catastrophes»

４－２－２　兵庫行動枠組、及び上記国家戦略との関連性

兵庫行動枠組（Hyogo Framework for Action 2005-2015：HFA）とは、「横浜戦略」の見直し作

業を総括し、新たな防災指針を定めるため、阪神・淡路大震災から 10 年後の 2005 年 1 月に神

戸で開催された国連防災世界会議（World Conference on Disaster Reduction：WCDR）において採

択された枠組であり、国際社会が以後 10 年に取り組むべき防災に関する優先行動事項をまと

めたガイドラインである。国連各加盟国は、同枠組のなかから、自らの自然災害等の発生状

況、経済社会基盤を踏まえ、以後十年の防災活動の計画と遂行を進めることとなっている。

兵庫行動枠組における優先行動 5 項目の概要は以下のとおりである。

１． ガバナンスの向上 ：災害リスク軽減を国家・地方における優先事項とする

２． リスクの確認 ：リスクの特定・評価・監視を行い、早期警戒を強化する
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３． リスクの知識 ： 技術革新、教育を利用して、防災に対する理解・認識を構築

する

４． リスクの軽減 ：潜在的なリスク要素を軽減する

５． 対策の強化 ：効果的な対応のための災害への備えを強化する

兵庫行動枠組を踏まえた「マ」国の活動成果については、下表のようにまとめられる 113。

表４－４　HFA と「マ」国活動成果の比較

優先行動 現状 課題

１
．
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
向
上

国家的かつ

組織的な法

制度

・PNGRC、SNGRC が制定済みである。

・防災プロジェクトが各国ドナーや NGO により

支援されている。

・国家レベルの防災事務所（CNGRC/BNGRC）が

ある。また大統領を補佐する CPGU、各機関の

調整委員会である CRIC（災害におけるステー

クホルダー検討委員会）も機能している。

・PNGRC、SNGRC は HFA 以前に制

定された。

・CNGRC（首相府付国家防災評議

会）は一度も開催されていない。

・BNGRC と CPGU 間の対抗意識が

懸念される。

適切な（人

的・ 予 算

的）資源活

用

・大部分が外国ドナーから資金援助である。

・国家レベルでは資金は豊富であるが、必要活動

が少ない。逆に地方レベルでは資金が貧弱であ

るが、必要活動が多い。

・資源の分配は、ドナーの意思で決

定され、「マ」国ニーズと一致し

ない場合がある。

・特に地方部では資源（予算）が不

足している。

コ ミ ュ ニ

ティの参加

・ドナーと BNGRC ／地方コミュニティとの関係

は良好である。

・防災に関する地方分権構造があり、コミュニ

ティが参加しやすい条件はある。

・地方分権構造がうまく機能してい

ない。

・地方コミュニティを支える予算が

欠如しており、プロジェクトの持

続可能性が乏しい。

２
．
リ
ス
ク
の
確
認

リスクの評

価

・世銀の支援の下、CPGU が 2003 ～ 2004 年に国

内の自然災害のハザード、脆弱性、リスクを調

査・解析している。

・解析用データが不十分だった。

・調査・解析を更新する予算がな

い。

・他機関が行った調査・解析と調整

していない。

早期警戒の

確立・強化

・SNAP（国家早期警戒システム）/VAC の枠組み

が「マ」国に導入され、運用され始めている。

・BNGRC でサイクロンの予警報を発令する。

情報伝達には、電話やラジオネットワーク無

線、SNS メッセージを使用する（世銀の支援を

受けて、各コミューンから災害情報を集約する

訓練を実施）。

・2009 年の政治危機より財政支援

が停止している。

・警戒に必要な機材などが整備され

ていない。

・一部の地域でしか適用されていな

い。

対応能力の

向上

・各機関・ドナーがそれぞれの視点でアプローチ

を行っている。

・調査・解析結果の共有・調整がな

されていない。

113　 BNGRC (2009) Rapport National de Suivi sur la mise en oeuvre du Cadre d'Action de Hyogo (2007-2009), BNGRC (2011) Rapport 
National de Suivi sur la mise en oeuvre du Cadre d'Action de Hyogo (2010-2011), JICA (2012) Étude de base et analyse des situations de la 
Conservation de la Biodiversité, du Changement Climatique et de la Gestion des Catastrophes Naturelles à Madagascar Domaine «Gestion 
Des Catastrophess»
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新規リスク

の確認

・津波は DGM と IOGA（アンタナナリボ地球物

理観測研究所）、蝗害は CNA（バッタ防除セン

ター）が担当する。

・予算は外国ドナーに依存してい

る。

３
．
リ
ス
ク
の
知
識

情報管理と

情報交換

・災害情報はラジオネットワーク、電話等で伝達

される。地方では旗や笛なども使用される。

・電力インフラがない地方部にお

いては通信伝達手段が十分ではな

い。

教 育 と ト

レーニング

・BNGRC は教育省と共同で、学校で防災教育（特

に災害前・中・後の行動）を実施している。

・機材・教材の更新のための資金が

不足。

研究 ・リスク評価及び費用解析などの研究は、タナ大

学をはじめとする多機関で数多く実施されてき

た。

・資金の不足から、研究の更新、機

材の強化が進んでいない。

・関係省庁での研究に関与しないこ

とがある。

意識の啓発 ・都市部及び農村部における防災意識、災害対策

の考え方が浸透していない。

・「マ」国には 18 の主部族とそれに

伴う亜部族がおり、言語、文化、

習慣が異なるため、統一的な意識

啓蒙が進みにくい。

４
．
リ
ス
ク
の
軽
減

環境及び天

然資源の管

理

・環境問題や天然資源計画・管理の方が、防災管

理より重要とされている。

・気候変動問題との関連も考慮され始めている。

・コミューンレベルでのプロジェクトを実施して

おり、波及効果を期待している。

・BNGRC では環境問題、天然資源

問題を検討するためのキャパシ

ティが十分ではない。

社会的・経

済的開発実

践

・MAP（マダガスカル・アクションプラン）で防

災対策と開発の両立について言及されている。

・2009 年の政変のあとに改定され

ていない。

・関係省庁での適切な支援、人材教

育が不足している。

土地利用計

画と他の技

術的対策

・「マ」国では建設基準や土地利用基準があいま

いであり、既往の支援プロジェクトではドナー

国の基準を適用している。

・CARE や世銀、DIPECHO（欧州委員会人道援助

局の防災プログラム）の支援により建設基準等

の改定を実施中である。

・各種基準は地方レベルまで浸透し

ない。

５
．
対
策
の
強
化

・SNGRC に基づいて防災計画・戦略は運用され

ている。またサイクロン時期前には、前年の反

省も踏まえて国家防災計画も策定される。防災

計画の中には、災害時の初動体制をまとめたガ

イドラインも含まれる。

・危険地域のコミュニティでは、避難所が指定さ

れている。避難マップは各防災事務所から入手

可能である。

・防災基金は設置が望まれているものの、実際に

は「マ」国政府は準備しておらず、ほぼ全額が

外国ドナーの緊急支援に依存している（対応の

遅れにつながる）。

・国家防災計画は、地方レベルまで

浸透していない。

・緊急災害時の防災基金が準備され

ていない。

出典： BNGRC (2009) Rapport National de Suivi sur la mise en oeuvre du Cadre d'Action de Hyogo (2007-2009), BNGRC (2011) Rapport 
National de Suivi sur la mise en oeuvre du Cadre d'Action de Hyogo (2010-2011), JICA (2012) Étude de base et analyse des situations 
de la Conservation de la Biodiversité, du Changement Climatique et de la Gestion des Catastrophes Naturelles à Madagascar Domaine 
«Gestion Des Catastrophes»
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４－２－３　国家防災計画と防災基金（Fond de Contingence）
BNGRC では国連の資金・技術支援を受けて「サイクロンと洪水に係る国家防災計画（Plan  

National de Contingence ）」を毎年策定し、雨期前に公表している。同計画は 2007 年から策定が

開始され、前年度の教訓、最新の気象予測結果等を踏まえて毎年更新される。現在は 2011 ～

2012 版が適用されている。

同計画では、気象／政治／社会経済／食料等の諸条件を踏まえてサイクロンと洪水の最新の

ハザード／脆弱性／リスクの分析を実施し、対象とする災害シナリオを想定している。その

想定に基づき防災計画の目的を明確化させ、各機関・省庁が実施すべき項目、必要な資機材、

ニーズ等を列挙し、行動計画及び予算計画を検討している。

2011 ～ 2012 年度版防災計画の概要抜粋を以下に示す 114。

・想定する災害シナリオのうちシナリオ１は、2007 年以降と同様、非常に強いサイクロ

ンが 2 ～ 3 回襲来するもの。シナリオ２はサイクロン襲来にかかわらず、数県で洪水が

発生するもの。

・影響を受ける人数は、シナリオ１では 700,000 人、シナリオ 2 では 250,000 人。

・避難人数は、いずれシナリオも 7,500 人。

・首都アンタナナリボ市で洪水が発生した場合、20,000 人が 1 カ月間避難する必要が生じ

る。

・想定被害額は、シナリオ 1 では約 1,400 万米ドルである〔前年（2010 ～ 2011 年度）版

では 1,150 万米ドル 115〕。

「マ」国における防災対策・管理のための基金の大部分はプロジェクトやプログラムの単位

で外国ドナーから支援により賄われている。BNGRC 及び CPGU への聞き取り調査から、各組

織の運営費（人件費や設備費など）は「マ」国予算として計上されているものの、実際の防

災対策、支援物資等についてはすべて国連や赤十字などのドナーに頼っている。公共事業総局

（Diréction Générale des Travaux Publics：DGTP）でも同様に、サイクロンや豪雨災害による道路

復旧・補修費用は、すべて世銀や EU の援助金である。

４－３　関連機関及び組織構成

４－３－１　首相府付・国家防災評議会（CNGRC）
PNGRC（国家防災政策）及び SNGRC（国家防災戦略）の実行に向けて、各機関・機材・資

源等の調整を行う「マ」国の最高機関として首相府付の国家防災評議会（Conseil National de 
Gestion des Risques et Catastrophes：CNGRC）が設立された。本評議会は防災のための機能改善、

法令制定、戦略検討の役割を担っており、年に 2 回程度開催されることになっている。本評議

会の構成要員は関連省庁（国家教育省、公共事業・気象省、農業省、保健省、国民省等）の大

臣、国際関連組織の代表、国内関連組織の代表、市民団体、民間セクターであり、首相が統括

している。

図４－ 12 に首相府・CNGRC のラインに関する「マ」国の防災管理の図式を示す。

114　BNGRC (2011) Plan National de Contingence sur les Cyclones et les Inondations 2011-2012
115　BNGRC (2010) Plan National de Contingence sur les Cyclones et les Inondations 2010-2011
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４－３ 関連機関及び組織構成 
 
４－３－１ 首相府付・国家防災評議会（CNGRC） 
国家防災政策（PNGRC）及び国家防災戦略（SNGRC）の実行に向けて、各機関・機材・資源等の調整

を行う「マ」国の最高機関として首相府付の国家防災評議会（Conseil National de Gestion des Risques et 

Catastrophes：CNGRC）が設立された。本評議会は防災のための機能改善、法令制定、戦略検討の役割を

担っており、年に 2 回程度開催されることになっている。本評議会の構成要員は関連省庁（国家教育省、

公共事業・気象省、農業省、保健省、国民省等）の大臣、国際関連組織の代表、国内関連組織の代表、

市民団体、民間セクターであり、首相が統括している。 

図 4-12 に首相府・CNGRC のラインに関する「マ」国の防災管理の図式を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図４－12 CNGRC と防災管理の関係 

出典：JICA 調査団（2012）（BNGRC 内部資料を基に JICA 調査団作成） 

 

CNGRC の責務は、SNGRC において次のように明記されている18。ただし、CNGRC は法令では明記さ

れているものの、同評議会はこれまでのところ一度も開催されておらず、実際にはその機能を果たして

いない。そのため、国連人道問題調整事務所（UN OCHA）では CNGRC を機能させるべく「マ」国の防

災管理体制の改善を検討している。 

・防災管理の調整 

・国家及び地方の防災政策、防災戦略の構築 

                                                  
18 UNDP/CNS Stratégie Nationale de Gestion des Risques et des Catastrophes 

首相

戦略

検討

実働

部隊

実
質
的
な
業
務
遂
行

防
災
の
助
言

Cellule de Prévention et 
de Gestion des 

Urgences：CPGU

・Conseil National de GRC (CNGRC)
(01) （機能していない）

出典：JICA 調査団（2012 年）（BNGRC 内部資料を基に JICA 調査団作成）

図４－ 12　CNGRC と防災管理の関係

CNGRCの責務は、SNGRCにおいて次のように明記されている 116。ただし、CNGRCは法令で

は明記されているものの、同評議会はこれまでのところ一度も開催されておらず、実際にはそ

の機能を果たしていない。そのため、UN OCHA（国連人道問題調整事務所）では CNGRC を

機能させるべく「マ」国の防災管理体制の改善を検討している。

・防災管理の調整

・国家及び地方の防災政策、防災戦略の構築

・防災管理能力の強化

・年間予算の使用項目の検討

・国際事業における外務と開発協力

・緊急対応に係る基金の算出と管理

・国際協力における緊急援助

・開発と復興の調整

・防災管理と、貧困削減並びに環境問題との調整

４－３－２　予防・応急対策ユニット（CPGU）

CPGU は、防災に関して首相に助言する役割を担う首相府直轄の諮問ユニットである（図

116　UNDP/CNS Stratégie Nationale de Gestion des Risques et des Catastrophes
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４－ 12 参照）。同ユニットは世銀の財政・技術支援の下、2005 年施行の法令により設置され、

実質的に機能していない CNGRC に代わる業務遂行機関としての機能を果たしている。すなわ

ち防災に係る戦略や政策検討、評価、モニタリング、緊急対応、技術サポート、国内関連機関

の調整、外国援助機関の調整を実施する実行部隊であり、仕組みの上では CPGU が技術的な戦

略を検討し、CNGRC がそれを承認することになっている。また、大規模な災害が発生した際

には、災害支援や救助などに集中する役割を担っている。なお、CPGU の活動対象は自然災害

であり、具体的にはサイクロン、洪水、旱魃、蝗害、津波、火事、地すべり、疫病、鳥インフ

ルエンザ、マラリア、二酸化炭素排出と規定している。

CPGU の構成職員は 21 名で、技術系職員 11 名と事務系職員 10 名である。予算については、

職員の人件費や事務所運営費などの経費のみが「マ」国政府で賄われているが、事業経費はす

べてプロジェクトやプラグラム単位で外国ドナーからの支援を受けている。

「マ」国における防災各関連機関の構成を図４－ 13 に示す。
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・防災管理能力の強化 

・年間予算の使用項目の検討 

・国際事業における外務と開発協力 

・緊急対応に係る基金の算出と管理 

・国際協力における緊急援助 

・開発と復興の調整 

・防災管理と、貧困削減並びに環境問題との調整 

 

４－３－２ 予防・応急対策ユニット（CPGU） 
CPGU は、防災に関して首相に助言する役割を担う首相府直轄の諮問ユニットである（図 4-12 参照）。

同ユニットは世銀の財政・技術支援の下、2005 年施行の法令により設置され、実質的に機能していない

CNGRC に代わる業務遂行機関としての機能を果たしている。すなわち防災に係る戦略や政策検討、評価、

モニタリング、緊急対応、技術サポート、国内関連機関の調整、外国援助機関の調整を実施する実行部

隊であり、仕組みの上では CPGU が技術的な戦略を検討し、CNGRC がそれを承認することになっている。

また、大規模な災害が発生した際には、災害支援や救助などに集中する役割を担っている。なお、CPGU

の活動対象は自然災害であり、具体的にはサイクロン、洪水、旱魃、蝗害、津波、火事、地すべり、疫

病、鳥インフルエンザ、マラリア、二酸化炭素排出と規定している。 

CPGU の構成職員は 21 名で、技術系職員 11 名と事務系職員 10 名である。予算については、職員の人

件費や事務所運営費などの経費のみが「マ」国政府でまかなわれているが、事業経費はすべてプロジェ

クトやプラグラム単位で外国ドナーからの支援を受けている。 

 

「マ」国における防災各関連機関の構成を図 4-13 に示す。 

 
図４－13 「マ」国における防災各関連機関の構成 

出典：BNGRC 内部資料 

出典：BNGRC 内部資料

図４－ 13　「マ」国における防災各関連機関の構成

４－３－３　内務・行政改革省（MIRA）国家防災事務所（BNGRC）
BNGRC は、MIRA 管轄の防災管理の責任機関である。図４－ 12 に示したとおり、CNGRC

は「マ」国の防災戦略を検討する機関という位置づけであり、実際の防災管理活動は BNGRC
以下の組織が実施する。

BNGRC は災害に関する予防、準備、復旧・復興、軽減、開発、緊急対応等など防災管理に

係るすべての活動を実施し、かつ防災管理に関連するすべての報告書・文書が本機関に集約さ

れることになっている。

BNGRC の常勤職員は 60 名で、組織は図４－ 14 に示すとおり 3 部署（人民防衛部、財務・

管理部、活動部）と 4 ユニット（業務調整ユニット、広報ユニット、観測・評価ユニット、教

育ユニット）から構成されている。予算は、職員の人件費や事務所運営費などの経費のみを
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「マ」国政府で賄い、事業経費は災害発生時にその規模に応じて外国ドナーから支援される。

そのため年度予算として毎年決まった額が保障されているわけではなく、業務を実施するうえ

で十分な資金が確保できないことが大きな問題となっている。



－
114

－

出典：BNGRC 内部資料

図４－ 14　BNGRC の組織構成図
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図 4-XX BNGRC の組織構成図 
出典：BNGRC 内部資料 
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４－３－４　災害ステークホルダー検討委員会（CRIC）
「マ」国において BNGRC を主体として防災管理を実施する場合、実際には関連省庁〔MinAgri

（農業省）、漁業・水産資源省、MTPM（公共事業 ･ 気象省）、保健省等〕や支援ドナー、NGO
などと協力して対応する必要がある。

CRIC は、これら関係機関の調整を図り、効率的かつ効果的な防災対策を促進するための委

員会であり（図４－ 15 参照）、国際機関に対する援助要請なども本委員会が実施する。なお、

UNDP（国連開発計画）は CRIC に対し、防災計画策定の際の技術支援、援助要請された内容

に対する国際援助機関間の調整、防災に係る技術訓練等を実施している。

 4-23

４－３－４ 災害ステークホルダー検討委員会（CRIC） 
「マ」国において BNGRC を主体として防災管理を実施する場合、実際には関連省庁（農業省、漁業・

水産資源省、公共事業･気象省、保健省等）や支援ドナー、NGO などと協力して対応する必要がある。 

災害ステークホルダー検討委員会（CRIC）は、これら関係機関の調整を図り、効率的かつ効果的な防

災対策を促進するための委員会であり（図 4-15 参照）、国際機関に対する援助要請なども本委員会が実施

する。なお、UNDP は CRIC に対し、防災計画策定の際の技術支援、援助要請された内容に対する国際

援助機関間の調整、防災に係る技術訓練等を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図４－15 CRIC の役割  
出典：BNGRC 内部資料 

 

CRIC は BNGRC に属する機関として位置づけられ、構成要員は関連省庁代表、各ドナー、NGO、民間

セクター、市民団体などである。こうした外部の要員が加わることにより、BNGRC 及び防災関連政府組

織の業務遂行や予算執行の透明性の確保にも役立っている。 

また関係機関間の調整のほか、災害時には BNGRC の実働機関としての役割も果たしており、以下の

ような防災関連業務を実施している。 

・各郡、コミューン、フクタンごとの備蓄されている災害緊急品の状況把握 

・災害発生箇所の被害状況報告書、援助状況報告書（援助金・品目なども記載）の作成 

・議会や地方自治体、NGO、ドナー等の関係機関への報告書の配布 

 

４－３－５ 防災行政における地方分権化の構造 
BNGRC の地方分権組織として、地方行政区分ごとに防災管理に対する事務所が設けられており、上位

から、県防災事務所（Comité Régional de GRC：CRGRC）、郡防災事務所（Comité GRC du District：CDGRC）、

コミューン防災事務所（Comité Communal de GRC：CCGRC）、フクタン防災事務所（Comité Local de GRC：

CLGRC）が存在する（図 4-12 参照）。構成要員は、地方官庁、地方分権技術サービス、民間セクター、

出典：BNGRC 内部資料

図４－ 15　CRIC の役割

CRIC は BNGRC に属する機関として位置づけられ、構成要員は関連省庁代表、各ドナー、

NGO、民間セクター、市民団体などである。こうした外部の要員が加わることにより、

BNGRC 及び防災関連政府組織の業務遂行や予算執行の透明性の確保にも役立っている。

また、関係機関間の調整のほか災害時には BNGRC の実働機関としての役割も果たしてお

り、以下のような防災関連業務を実施している。

・各郡、コミューン、フクタンごとの備蓄されている災害緊急品の状況把握

・災害発生箇所の被害状況報告書、援助状況報告書（援助金・品目なども記載）の作成

・議会や地方自治体、NGO、ドナー等の関係機関への報告書の配布

４－３－５　防災行政における地方分権化の構造

BNGRC の地方分権組織として、地方行政区分ごとに防災管理に対する事務所が設けられ

ており、上位から、県防災事務所（Comité Régional de GRC：CRGRC）、郡防災事務所（Comité 
GRC du District：CDGRC）、コミューン防災事務所（Comité Communal de GRC：CCGRC）、フク

タン防災事務所（Comité Local de GRC：CLGRC）が存在する（図４－ 12 参照）。構成要員は、
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地方官庁、地方分権技術サービス、民間セクター、市民団体、他の地方組織から成る。この地

方事務所は、それぞれ地方官庁の最高代表者（県知事、郡長、コミューン長、フクタン長）を

議長としている。

地方分権化は国家政策であり、防災分野においても同様の方針である。そのため、BNGRC
はこれらの地方事務所に対して訓練や指導を行っている。例えば、BNGRC は各地方事務所に

対してサイクロン襲来時の準備や緊急用品の備蓄に関する教育や指示を行っているほか、災害

発生時に各コミューンから関連する災害情報を中央に送信するための訓練を実施している。た

だし、現在のところ県・郡レベルでは防災事務所が機能し災害発生時に緊急体制を敷いて対応

することが可能になりつつあるが、コミューン・フクタンレベルではほとんど機能していない

ことが多い。また、地方の事務所ではパソコン等の基本的機材や通信機器（電話、ラジオなど）

も十分に準備されていない場合がほとんどである。

４－３－６　国家早期警戒システム（SNAP/VAC）
SNGRC の戦略３（４－２－１参照）にも示されるとおり、「統合的な早期警戒体制の構築」

は「マ」国の優先課題のひとつである。早期警戒体制を充実させることにより、自然災害の初

期リスク及び 2 次リスクに関する情報を、関連機関・団体に対して早期に共有することが可能

となり、国家としての防災対策を効率的かつ効果的に実施していくことができる。

国家早期警戒システム（Système National d'Alerte Précoce：SNAP）は、NORAD（ノルウェー

開発協力局）による財政支援の下、CARE（国際ケア機構）の技術支援・指導によって、

BNGRC を主体組織として 2002 年より準備が始まった。2008 年には SADC（南部アフリカ開発

共同体）が主導する VAC（脆弱評価委員会）とその機能や役割を統合させて、国レベルの早

期警戒体制と位置づけられるようになった。
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図４－16 国家早期警戒体制（SNAP）の構成 

出典：BNGRC 内部資料 

 

SNAP は、その地方分権組織である県早期警戒システム（Système Régional d’Alerte Précoce：SRAP）及

びコミューン情報システム（Système d’Information Communal：SIC）からの現地情報を早急に収集し、災
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図４－ 16　SNAP の構成

SNAP は、その地方分権組織である県早期警戒システム（Système Régional d'Alerte Précoce：
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SRAP）及びコミューン情報システム（Système d'Information Communal：SIC）からの現地情報

を早急に収集し、災害時における早期の防災体制構築を促す情報伝達システムである（図４－

16 参照）。

しかしながら、本体制は、パイロットプロジェクトとして一部のコミューンで SIC 構築の準

備を行っている最中に 2009 年の政治危機により外国ドナーからの財政支援が停止したことに

よって、現在もその構築・運用は一時停止状態となっている。

４－３－７　公共事業 ･ 気象省（MTPM）気象総局（DGM）

「マ」国におけるサイクロン、洪水、旱魃に係る気象予測は、MTPM（公共事業・気象省）117 
DGM（気象総局）によって実施されている。DGM は総局長の下の気象局と応用気象局から成

る（図４－ 17 参照）。気象部の業務は天気予報を主体としており、応用気象部は天気予報以外

のデータ整理・解析・研究を実施している。

また、DGM の年間予算は 3 億アリアリ前後であり（表４－６）、90 名の技術職を含む 350
名以上の職員を有する（表４－７）。

なお、気候変動に関する技術的解析と基本戦略の策定は MEF（環境・森林省）の管轄となっ

ている。

表４－５　DGM 年間予算
（単位：1,000 アリアリ）

局 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年

DGM 本局 176,078 165,642 93,374 139,494

アンタナナリボ支局 29,745 34,345 23,660 38,695

Antsiranana 支局 30,522 39,330 25,744 34,856

Fianarantsoa 支局 46,800 45,253 35,297 38,419

Mahajanga 支局 28,663 28,110 18,595 22,225

Toamasina 支局 26,963 34,615 21,575 29,325

Toliara 支局 23,286 22,476 14,963 20,678

合計 362,057 369,771 233,208 323,692

出典：JICA 調査団（2012 年）

表４－６　DGM 職員数

局 技術者 上級専門家 専門家補助 専門家 スタッフ

アンタナナリボ支局 28 14 10 10 188

Antsiranana 支局 1 1 2 2 23

Fianarantsoa 支局 1 2 2 3 22

Mahajanga 支局 0 3 0 2 13

Toamasina 支局 1 1 1 1 15

Toliara 支局 1 0 1 3 16

合計 32 21 16 21 277

出典：JICA 調査団（2012 年）

117　 MTPM の全職員数は 2,400 名程度であったが、国連からの業務効率化支援により現在は 1,200 名程度に減少した。うち Tana 市
に 400 名程度が在住している。
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出典：MTPM 内部資料

図４－ 17　MTPM の組織図

「マ」国内には現在 20 地点の気象観測箇所があるものの、観測地点の気温計や降雨計など基

本的な計測器が古く、データ欠損が多い、精度が低いなどの問題があるほか、観測地点からの

通信が携帯電話回線やラジオネットワークであるため、DGM としては観測機器及び通信ネッ

トワークを更新したいと考えている。また気象レーダーについても 30 年以上前に設置した古

い機種であり、機能はしているものの精度が低いため、今後のサイクロン襲来時の的確な気象

予測のために新規の機材が必要と考えている。

４－３－８　公共事業 ･ 気象省（MTPM）公共事業総局（DGTP）
「マ」国における道路の建設や維持管理をはじめとする公共事業は、DGTP によって実施さ

れている。DGTP は総局長の下の道路部と道路維持管理部から成る（図４－ 17 参照）。この 2
部門を合わせて 90 人の職員がおり、うち 30 人が中央で勤務している。

「マ」国内の国道ではサイクロン等による斜面崩壊や盛土崩壊が頻発しており、特に東沿岸
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の国道 25 号線の河川沿いの浸食部において、脆弱な地質が素因、豪雨が誘因となって崩壊が

多発する。DGTP ではサイクロン等による道路災害の発生後に現地の被害状況を調査し、被害

概算（人命、建物等）、復旧費用概算、被害写真などを含めたレポートを作成し、EU、世銀、

アフリカ開発銀行に提出し、復旧費用を要請する。また、BNGRC とは道路防災計画や戦略に

ついて共同で検討するほか、被害状況レポートは BNGRC にも提出する。

道路防災については、通常の維持管理のほかには崩壊後の緊急復旧作業を実施しているのみ

であり、斜面災害の予防対策という概念はまだない。予算は職員の人件費や事務所運営費など

の経費のみが「マ」国政府で賄われており、実際の事業はすべてプロジェクトやプログラムの

単位で外国ドナーから支援を受けている。ドナーからの支援金はすべて災害発生後の道路復旧

費用となっており、予防対策工を施工するようなプロジェクトはいずれのドナーも実施してい

ない。そのため、DGTP は地すべり・斜面崩壊の予防対策プロジェクトを実施したいと考えて

いる。

４－４　政府・主要ドナー・NGO による事業

「マ」国における防災に係る事業の多くは災害発生後の緊急物資・食料支援であり、主要ド

ナー・NGO はサイクロンや洪水の被害に遭った地域に対してこれらの支援を実施している。本

節ではこれらの「事後緊急対策」は除き、予防対策や計画管理に関する「事前予防」の事業につ

いて記載する。

なお、「マ」国における 2009 年の政治危機により、わが国を含む主要ドナーは一部の人道・緊

急支援以外を除いて新規援助の停止を行ったが、防災分野においても同様の処置がとられてい

る。

４－４－１　世界銀行（WB）
世界銀行の対「マ」国援助政策（2007 ～ 2011 年）では、同国は旱魃、サイクロン、蝗害、

洪水などの自然災害のリスクが高いものの、現況での防災対策は「事前予防」はほとんどなく、

大部分が「事後対策」であると認識している 118。現在世界各国で実施中の「防災グローバル・ファ

シリティ（Global Facility for Disaster Reduction and Recovery：GFDRR）119」は、災害の軽減・復旧

に関する世銀の枠組みの総称であり、同枠組みの下、個別のさまざまなプロジェクトが実施さ

れる。「マ」国では、GFDRR プログラムとして次の個別プロジェクトが実施されてきた 120。

118　WB (2011)  http://web.worldbank.org/external/default/main?menuPK=356384&pagePK=141155&piPK=141124&theSitePK=356352
119　 世界 39 カ国（日本を含む）と 8 つの国際機関によって 2006 年に設立された GFDRR は、災害リスク軽減と気候変動適応を主

要活動としている。GFDRR は、その目的に向けて 3 つの分野から構成されている（Track-I： Global and Regional Partnerships; 
Track-II： Mainstreaming Disaster Risk Reduction in Development; Track-III： Standby Recovery Financing Facility for Accelerated Disaster 
Recovery）

120　WB (2011) http://www.gfdrr.org/
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表４－７　「マ」国における GFDRR プロジェクト一覧

プロジェクト名
WB 資金

（米ドル）

共同資金

（米ドル）
対象国

Disaster risk management in Africa - strategic framework, good 
practice, communication

495,000 170,000 アフリカ地域

Disaster Risk Management in the Sub-Saharan Africa Region 300,000 0 アフリカ地域

DRM TA to Focus Countries in AFR 631,830 0 アフリカ地域

Enhancing the Disaster Risk Reduction Capacity in Agriculture 
and Rural Development Department in Bank 

50,000 0 アフリカ地域

Madagascar: Assessment of Socio-economic Impact and 
Recovery & Reconstruction Needs 

167,614 0 「マ」国

Mainstreaming Climate and Disaster Risk Management into 
Economic Development in Madagascar 

1,240,620 7,200,000 「マ」国

出典：WB (2010) GFDDR Country Programming Framework: Madagascar　http://gfdrr.org/ctryprogram_pdfs/mg.pdf

「マ」国はアフリカ地域では GFDRR からの支援を最初に受けた国であり、これら支援では

GFDRR Track II 121として、国家及び地域のリスク評価、主要インフラの構築、防災基金の設立、

防災計画の拡大をめざしている。

上記の GFDRR の枠組み以外にも、環境問題、食糧問題、気候変動対策との関連を踏まえた

防災関連事業も有する。GFDRR の一環としての事業も含め、現時点で世銀が実施する「マ」

国向け防災管理プロジェクトは表４－８のとおりである。

表４－８　世銀による主な「マ」国向け防災管理プロジェクト一覧

プロジェクト名 期間 予算 C/P 機関 主な活動

Mainstreaming Climate and 
Disaster Risk Management 
into Economic Development 
in Madagascar
（P110453）122

2007/12 
-2012/9

169 万米ドル

（うち 124 万米

ドルが GFDRR
支援）

CPGU
1）防災管理のキャパシティ強化

2）災害緊急体制の構築

3）気象変動対応

Emergency Food Security 
and Reconstruction Project
（P113134）123

2008/12 
-2013/6

4,040 万米ドル FID
1）食糧不足地域での雇用拡大

2） 対象コミュニティでの自然災害後の社会

経済サービスの向上

121　 GFDRR Track-II では、通常 3 年間程度のプロジェクトで、対象国・地域に災害リスク軽減組織の強化及びリスク評価・軽減の
ためのキャパシティ向上を支援している。

122　 WB (2010) http://www-wds.worldbank.org/external/default/WDSContentServer/WDSP/IB/2010/11/18/000334955_20101118014525/
Rendered/PDF/579180PROP0P111rement0Plan0Oct12010.pdf

123　 WB (2011) http://www-wds.worldbank.org/external/default/WDSContentServer/WDSP/AFR/2011/12/24/A07A1E0B6C539D038525797100
1459B4/1_0/Rendered/PDF/P1131340ISR0Di024201101324784536615.pdf
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Analysis of Future Climate 
Risks in Madagascar

2008 年に「マ」国で初の気候変動モデリン

グを支援したが、本件はその更新に当たる。

気候変動対策と防災を経済開発において主

流化すること、すなわち将来予測とそれに

基づく適応コストを明らかにし経済開発政

策に組み込むことを目的とする。2012 年 6
月には気候モデルの結果が、同年後半には

経済解析結果が算出される予定である。

1）降雨と気温予測の 2008 年モデルの更新

2）旱魃シナリオ解析とモデリング

3）洪水シナリオ解析とモデリング

4）  海面上昇シナリオ解析とモデリング及び

沿岸地域の脆弱性検討

調査の結果を踏まえ気候変動対策におけ

る優先的セクター（南部の旱魃対策と海洋

沿岸開発）を絞り込む予定である。

出典：JICA 調査団（2012 年）

４－４－２　国連開発計画（UNDP）
UNDP において現在実施中の防災管理プロジェクトは下表のとおりである。

表４－９　UNDP による主な「マ」国向け防災管理プロジェクト一覧

プロジェクト名 期間 予算 C/P 機関 主な活動

自然災害に対する

国家・地方キャパ

シティ強化

2008/12 
-2012/12

1,934,000
米ドル

BNGRC

１．国家レベル

・アンタナナリボ大学法律経済経営社会

学部との共同で、防災管理計画強化

・SNGRC の改定

・防災管理構造組織の評価

・気候変動に関する国家機関のキャパシ

ティ評価

・リスクに直面するコミューンのリスク

評価

・国家防災計画の実現化に係る BNGRC
の支援及び技術訓練

・教育機関との防災管理教育

２．地方レベル

・Androy 県における防災管理事務所の組

織構造強化と防災対策に向けた経済政

策
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Strengthening National 
Capacities for Tsunami 
Early Warning and 
Response Systems in 
Madagascar

2008/6 -
74,900
米ドル

BNGRC、
CPGU、

IOGA、

DGM、

教育省

スマトラ沖地震では「マ」国に津波が到達し、

建物流出等の被害が発生し、それを受けて

UNDP がドナーとなり、津波災害に係るキャ

パシティデベロップメント・早期警戒プロ

ジェクトが開始された。CPGU を主体 C/P と

して技術移転を行っており、個別のコンポー

ネントはそれぞれ以下の機関が実施する。な

お、パイロットサイトとして一部の地域に対

する支援を実施したのみで、2009 年政治危

機により現在は停止中である。

・地震観測ステーション設置：IOGA
・海面上昇観測ステーション設置：DGM
・防災教育：教育省

・緊急避難物資（ラジオ、発電機など）の

配布：BNGRC

出典：JICA 調査団（2012 年）

４－４－３　国連人間移住計画（UN-HABITAT）
都市化と居住の問題に取り組む国連機関である UN-HABITAT では、都市部における防災計

画策定のための評価プロジェクトを 2011 年より実施中である。なお、本プロジェクト以前の

防災管理プロジェクトの事業実績はない。
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表４－ 10　UN-HABITAT による主な「マ」国向け防災管理プロジェクト一覧

プロジェクト名 期間 予算 C/P 機関 主な活動

複数災害に対する

防災計画策定に向

けた災害リスク管

理の評価

2011　
-2014

200 万

米ドル
BNGRC

上位目標：災害及びそれに伴う緊急事態による潜在的な

負の影響を最大限軽減すること

プロジェクト目標：2013 年までに都市レベルにおける安

全保障に向けた災害リスク軽減と調整を図る

活動内容：アンタナナリボ市の防災計画及び早期警戒計

画の検討であり、4 つのコンポーネント（データ収集、

GIS マッピング、防災計画、早期警戒計画策定）から構

成される。

・都市部における住民安全保障のための災害リスク軽減

を目的として、早期警報発令のための緊急システムを

構築することを主活動としている。併せて、都市防災

計画を策定する（「マ」国初の都市レベルでの防災計

画検討プロジェクト）。

・対象災害は、気候変動を踏まえたサイクロン、洪水、

火事、暴動、政治危機、流行病、爆発を想定してい

る。

・災害に対するリスクを空間的に把握（GIS マップ上に

表現）して、防災計画を検討する。

・リスクの把握は、病院・医者数（密度）、マーケット

（流行病の元）、学校、消防署・消防施設（ため池など

含む）、人口密度、ホームレスの数、廃棄物処理場、

上下水道などを GIS マップ上で空間的に重ね合わせる

ことにより、災害に対して脆弱な地区を判定する。

・プロジェクト終了後は、同様のプロジェクトをアンタ

ナナリボ市周辺の 33 コミューンにも広げていく予定

であり、最終的には国内の他地域に広げていきたいと

考えている。

出典：JICA 調査団（2012 年）

４－４－４　国連人道問題調整事務所（UN OCHA）

UN OCHA（Office for Coordination of Humanitarian Affairs）は自然災害・紛争災害の場におけ

る人道援助活動に関する援助機関や政府との協力・調整を主な役割としているが、「マ」国

OCHA も国連システムが実施する関連プロジェクトの資金、緊急活動、戦略等の調整を行って

いる。対象災害は、疫病、サイクロン、洪水（洪水の影響による地すべりも含む）、社会分析・

ビジネス状況分析である。

表４－ 10 に示した UN-HABITAT のプロジェクトでは、OCHA は防災計画策定を担当し、サ

イクロンと洪水の被害シミュレーション、現地調査、避難訓練、次年度計画を実施した。ま

た、OCHA は BNGRC のキャパシティ向上の一環として、緊急災害時の対応訓練、オペレー

ションセンター設立を実施したほか、国家防災計画の策定にもかかわった。ただし、BNGRC
のオペレーションセンターでは資機材が不足している（PC が 2 台のみ）ほか、早期警戒体制

が確立されていないなど、課題が多いことから、次年度以降「マ」国の防災体制の構造改善及

びキャパシティ向上の計画している。
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４－４－５　国連食糧農業機関（FAO）

FAO では蝗害対策をはじめとして、表４－ 11 に示す防災管理プロジェクトを実施している。

表４－ 11　FAO による主なマ国向け防災管理プロジェクト一覧

プロジェクト名 期間 予算 C/P 機関 主な活動

Locust response 
2010

2010-
2012

1,300 万

米ドル

CNA、DPV、

ONE、FOFIFA

活動１：国家の調査・規制キャパシティ強化

ヘリコプターによる調査及び殺虫剤散布を実施

しており、殺虫剤は、通常のもの、成長を規制す

るもの、保護区や移住区などでのバイオ農薬の 3
種類を使用する。また、CNA（バッタ防除セン

ター）職員の調査、現地解析、意思決定に係る情

報管理のトレーニングを実施する。

100 万

米ドル

CNA、DPV、

ONE、FOFIFA

活動２：健康と環境保護

殺虫剤による健康被害及び EIA を実施し、関係

する技術移転（講義や OJT）、機材供与を行う。

50 万

米ドル
未定

活動３：蝗害と農業生産の影響評価

蝗害発生時の農業生産と家畜の適切な復旧方法

の検討と将来的な蝗害への緊急対応キャパシティ

の向上を実施する。

FAO - FS / DRR
2008-
2009

362,223
ユーロ

Analanjirofo 県における稲苗・耕作条件強化に係

る現地活動改善支援。食糧確保と防災リスク管理

を関連づけたプロジェクトで、パイロットプロ

ジェクト地区において、災害後の食糧確保を目的

に、短期間で収穫できる作物の技術移転と防災教

育を実施した。

ECHO/FA/ 
BUD/2010/ 03002

2010-
2011

200 万 
ユーロ

ローカルコミュニティにおける食糧確保改善のた

めの、国家・地方戦略、技術支援、戦略研究。

・災害発生後の短期間成長作物の支援、技術移転

・防災教育

・パイロットプロジェクト

・対象災害はサイクロン、旱魃、洪水

出典：JICA 調査団（2012 年）

４－４－６　欧州委員会人道援助局（ECHO）

ECHO（European Commission Humanitarian Aid）124 は、1996 年から開始した DIPECHO（ECHO
の防災プログラム）125 に基づき、「マ」国においてはサイクロン等に対する自治体のキャパシティ

向上／住民教育を継続的に実施している。表４－ 12 に近年の主なプロジェクトを示す（総額

約 6.8 百万ユーロ）。

124　 EU（欧州委員会）において国際人道援助及び市民安全保障を実施する部門。人道援助関連ドナーとしては世界最大の援助機関
で、全体の 50％以上を占める（ECHO の出資額は 2007 年で 7 億 6,800 万ユーロ、2009 年で 9 億 3,000 万ユーロ）。ECHO 自ら
はプロジェクトを実施せず、NGO や国連機関、国際機関（赤十字社や赤新月社）などに出資し、プロジェクトを実施させる。
ECHO Annual Review 2007 & 2009

125　 2011 年末までに総額 2 億 5,500 万ユーロの防災分野の援助を実施。HFA（兵庫行動枠組）の施行後は同枠組に沿って地域社会の
能力を強化するという誓約を明確にしている。http://ec.europa.eu/echo/policies/prevention_preparedness/dipecho_en.htm
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表４－ 12　ECHO による主な「マ」国向け防災管理プロジェクト一覧

プロジェクト名 期間 予算 主な活動

ECHO/DIP/
BUD/2008/04007

2008/11 - 2010/1 278,093 ユーロ

Atsimo Atsinanana 地域の Vangaindrano 地区における、

自然災害に対し脆弱な 5 つのコミュニティ及び地方

自治体のキャパシティ強化。

ECHO/DIP/
BUD/2008/04008

2008/10 - 2009/12 344,000 ユーロ
北部 Maroantsetra 地域におけるサイクロン及び洪水

災害による衛生環境悪化の軽減。

ECHO/DIP/
BUD/2008/04011

2008/11 - 2010/1 409,163 ユーロ

サ イ ク ロ ン に 対 し て 最 も 脆 弱 な Saint Marie、 
Soanierna Ivongo、 Fénérive Estt 地域の 8 地区に対する

キャパシティ向上と対策計画構築の支援。

ECHO/DIP/
BUD/2008/04012

2008/11 - 2010/1 409,256 ユーロ

サイクロンに対して最も脆弱な Antalaha 地域におけ

る 12 地区に対するキャパシティ向上と対策計画構

築の支援。

ECHO/DIP/
BUD/2008/04013

2008/12 - 2010/2 350, 009 ユーロ
Vatovavy Fitovinany 地域における自然災害に対し脆

弱な組織の影響軽減。

ECHO/DIP/
BUD/2008/04014

2008/10 - 2009/12 414,680 ユーロ

Maroantsetra 地域におけるサイクロン及び洪水災害

による影響軽減のためのコミュニティ戦略構築支

援。

ECHO/DIP/
BUD/2010/04007

2010/8 - 2011/10 276,702 ユーロ

キャパシティ向上に向けた NGOs 及び DRR（disaster 
risk reduction）の協力のためのプラットフォーム構

築支援。

ECHO/DIP/
BUD/2010/04010

2010/7 - 2011/9 381,635 ユーロ

Vangaindrano 地域における自然災害に対し脆弱なコ

ミュニティのキャパシティ強化。 自然災害に対す

る対策計画改善。

ECHO/DIP/
BUD/2010/04011

2010/7 - 2011/9 391,842 ユーロ
サイクロン災害時並びに災害後におけるローカル

コミュニティ・組織のキャパシティ向上

ECHO/DIP/
BUD/2010/04012

376,723 ユーロ

サイクロンに対して最も脆弱な Sava 県の 3 地区の

33 都市におけるに対するキャパシティ向上と対策・

軽減計画構築の支援。

ECHO/DIP/
BUD/2010/04013

2010/8 - 2011/10 678,027 ユーロ

サイクロンと洪水被害を受けやすい Maroantsetra 地

区の 7 つのモデル地区における災害対策・被害軽減

のキャパシティ向上。

ECHO/DIP/
BUD/2010/04016

2010/7 - 2011/9 525,882 ユーロ
北部 Sava 県におけるサイクロン及び洪水災害によ

る衛生環境悪化の軽減。

ECHO/DIP/
BUD/2010/04017

2010/8 - 2011/10 512,114 ユーロ
南部 16 都市における自然災害脆弱地区における長

期的リスク・対策計画管理。

ECHO/FA/
BUD/2010/03003

2010/8 - 2011/8 545,234 ユーロ
災害リスク回避に向けた農業自給率向上の社会経

済条件の検討。

ECHO/FA/
BUD/2010/03005

2010/9 - 2011/8 451,665 ユーロ
サイクロンが通過した 6 地区における耕作キャパシ

ティ向上支援。

ECHO/FA/
BUD/2010/03006

2010/9 - 2011/8 474,521 ユーロ
災害による食糧生産の低下防止とコミュニティの

初動体制。

出典：JICA 調査団（2012 年）
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４－４－７　南部アフリカ開発共同体（SADC）
SADC 126 は、食料飢饉と旱魃に対して早期に適切な処置を実施すべく、国連と NGO 諸団体

と共同で脆弱評価委員会〔National Vulnerability Assessment Committee：NVAC（単に VAC とも）〕

を組織し、各国単位で南部アフリカのレソト、マラウイ、モザンビーク、スワジランド、ザン

ビア、ジンバブエなどに展開していた 127。NVAC は政府組織が議長となり、政府、大学、民間

セクター、ドナー、NGO、市民団体等のコミュニケーションを促進させて、食料飢饉と旱魃

の脆弱性を効率的に理解することを目的としている。

「マ」国政府も BNGRC を主体組織として、2008 年より SADC から技術支援を受けながら

NVAC の構築を実施した。その後、「マ」国にもともと存在する国家早期警戒システム（SNAP）
にその機能や役割が統合され、国レベルの早期警戒システムとして運用が開始されるように

なった。しかしながら 2009 年の政治危機によりこれら SNAP/VAC（国家早期警戒システム）

に対する外国ドナーからの財政支援が停止したことから、現在もその運用は一時停止状態と

なっている。

現在のところ、SADC では「マ」国において上記以外の防災関連プロジェクトは実施してい

ない。

４－４－８　インド洋委員会（COI）
COI 128 では、表４－ 13 に掲げたの域内防災管理プロジェクトを実施中である。本件は 6 年

間のプロジェクトにおいて 4コンポーネント（基本戦略構築、現地調査、組織体制構築、財務・

機材強化）を実施する予定である。同表に記載した期間及び予算は、「マ」国のみならず他の

COI 諸国を含めた総期間及び総額である。なお、資金の大部分は AFD（フランス開発庁）か

らの出資である。

126　 1980 年に SADC の前身である南部アフリカ開発調整会議が発足し、当初は、南部アフリカ諸国が、アパルトヘイト体制下の
南ア旧政権の経済的支配から脱却することを目的としていた。アパルトヘイト撤廃後の 1992 年に「南部アフリカ開発共同体」
に名称を変え、以後、経済統合・共同市場を標榜し、さらに紛争解決・予防のための活動も行っている。
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/africa/sadc.html

127　http://www.sadc.int/
128　 COI は、インド洋島嶼諸国のコモロ国、「マ」国、モーリシャス国、フランス国（レユニオン）、セーシェル国における経済発

展協力を目的として 1984 年に設立された国際組織（モルディブ国はオブザーバーとして参加）である。現在は、経済発展協
力のほか、商業、農業、漁業、環境保全、文化、科学、技術、教育、司法などの多岐にわたる域内分野で協力を行っている。
http://www.coi-ioc.org/
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表４－ 13　COI による「マ」国向け主な防災管理プロジェクト一覧

プロジェクト名 期間 C/P 機関 主な活動 期間 予算

「自然リスク・

災害の防止

及び管理」

PGRNG-COI

2011　
-2016

BNGRC
CPGU

1）基本戦略構築

自然リスク・災害の防止

及び管理に係る基本政

策の設定

18 カ月間 100,000 ユーロ

国内調整組織構築の支

援
24 カ月間 100,000 ユーロ

緊急災害時の活動指針

の構築
24 カ月間 100,000 ユーロ

2）現地調査

トレーニング・キャパシ

ティ向上

30 カ月間

+3 カ年間
350,000 ユーロ

関連データの取得と最新

化
3 カ年間 300,000 ユーロ

集水域における

RIVAMP 手法の適用
3 ＋ 3 カ年間 300,000 ユーロ

危機管理における共通コ

ンセプトの構築
3 カ年間 200,000 ユーロ

住民教育 30 カ月間 300,000 ユーロ

3）組織体制構築「マ」国ではなし ― ―

4）財務・機材強

化

保障戦略決定に向けた

域内リスクの確率的分析
未定 未定

遠隔通信システムの供与 3 カ年間 1,350,000 ユーロ

RIVAMP：Risk and Vulunerability Assesment Methodology Development Project
出典：JICA 調査団（2012 年）

４－４－９　ケア（海外援助救援協会）機構（CARE）
CARE（Cooperative for Assistance and Relief Everywhere）129 は、国連、世銀、ECHO、NORAD（ノ

ルウェー開発協力局）等の資金により各機関・地方自治体の支援を実施しており、特に ECHO
による防災管理プロジェクト（表４－12）の大部分は CARE が実施機関となって技術支援を行っ

ている。また、これ以外の防災管理に関する活動として代表的なものを表４－ 14 に示す。

図４－ 18 に CARE をはじめとする各機関が実施した防災管理プロジェクトの位置図を示す。

大部分は ECHO による地方自治体等へのプロジェクト（表４－ 12）である。

129　 母体はアメリカで 1945 年に設立された人道援助団体で、活動範囲の拡大に伴い 1982 年に国際ケア機構として独立した事務局
を設置した。日本を含む欧米国を主体とした 14 カ国に支援団体があり、援助対象地域は 70 カ国以上である。収入向上、教育、
自立支援、保健、水と衛生、環境、コミュニティ開発など多岐にわたる分野からの包括的アプローチを強みとして、長期的視
野に立った支援活動を展開するとともに、紛争や災害が生じた際には、世界中に張り巡らされた国際ネットワークを生かし、
世界各地の被災地で瞬時に緊急支援活動を行っている。http://www.careintjp.org/



－ 128 －

表４－ 14　「マ」国における CARE による防災管理に係る主な活動一覧

プロジェクト名 期間 予算
主要な資金

提供機関
主な活動

SNAP（国家早期警戒システム）

準備
2002-

UN、

NORAD
SNAP の準備、運用。BNGRC を主体組

織として 2002 年より準備。

Strengthening and Accessing 
Livelihood Opportunities for 
Household Impact
CARE - FS / DRR

2008/7-
2009/6

1,065,026
ユーロ

FAO
最も脆弱なコミュニティに対する食糧

自給並びに経済回復の支援。

Disaster Preparedness and DRR
（Disaster and Risk Reduction）
actions

実施中 WB、ECHO
建設基準等の改定。BNGRC を主体組織

として実施中。

出典：JICA 調査団（2012 年）
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表 4-10 「マ」国における CARE による防災管理に係る主な活動一覧 

プロジェクト名 期間 予算 主要な資金

提供機関 主な活動 

国家早期警戒体制 SNAP 準備 2002-  UN、
NORAD 

国家早期警戒体制 SNAP の準備、運用。

BNGRC を主体組織として 2002 年より準備。

Strengthening and Accessing Livelihood 
Opportunities for Household Impact   
CARE - FS / DRR 

2008/7-
2009/6 

1,065,026
ユーロ FAO 最も脆弱なコミュニティに対する食糧自

給並びに経済回復の支援。 

Disaster Preparedness and DRR (Disaster 
and Risk Reduction) actions 実施中  WB、ECHO 建設基準等の改定。BNGRC を主体組織と

して実施中。 

出典：JICA 調査団（2012 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-18 「マ」国の防災管理プロジェクト実施箇所 
出典：CARE International Madagascar (2011) 

出典：CARE International Madagascar (2011)

図４－ 18　「マ」国の防災管理プロジェクト実施箇所

４－４－ 10　米国国際開発庁（USAID）

USAID は「南部、西部、北部アフリカにおける災害リスク軽減プログラム（South, West, and 
North Africa - Disaster Risk Reduction (DRR) Programs）」130 を実施しており、そのうち「マ」国にお

ける防災管理プロジェクトは表４－ 15 に示すとおりである。なお、USAID は、2009 年の政治

危機以降ごく一部の分野を除き、援助を停止している。

130　USAID (2010) South, West, and North Africa - Disaster Risk Reduction (DRR) Programs
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表４－ 15　USAID による主な「マ」国向け防災管理プロジェクト一覧

プロジェクト名 期間 予算 対象国 主な活動

Partners Enhancing 
Resilience to People 
Exposed to Risks – 
Universities（Periperi 
U）program

2006- 3,196,659 
米ドル

アルジェリア、エ

チオピア、ガーナ、

ケニア、マダガス

カル、モザンビー

ク、セネガル、南

アフリカ、タンザ

ニア、ウガンダ

主要テーマは、災害予防・復旧・管理で

あり、アフリカ地域 10 大学における防災

管理コースのキャパシティ向上プログラ

ムである。プログラムでは短期トレーニ

ング、地方での研究、政策検討なども含

まれている。

Regional Conservation 
Agriculture 
Coordination and 
Advocacy

2009- 2,015,000 
米ドル

アンゴラ、マダガ

スカル、マラウイ、

モザンビーク、ナ

ミビア、南アフリ

カ

主要テーマは、旱魃予防であり、FAO
との共同プロジェクトである。南部アフ

リカでの土壌・給水に係る農業技術向上、

並びに旱魃の軽減をめざすもので、対象

者は、地方コミュニティ、農民、政府職

員、NGO スタッフ、国会議員である。国

家及び地方計画の構築、意識の向上、保

全農業活動の促進が主なタスクである。

Multi-Use Water 
Source Development 
in Southern 
Madagascar

2009- 491,001 米
ドル

マダガスカル 主要テーマは、旱魃予防であり、カト

リック救援事業会（CRS）との共同プロジェ

クトである。「マ」国南部の旱魃被害軽減

を目的として、農業と消費に係る多目的

給水開発を実施する。また、対象コミュ

ニティでは、衛生管理や家庭菜園に係る

教育なども実施する。

出典：http://www.usaid.gov/our_work/humanitarian_assistance/disaster_assistance/countries/madagascar/template/index.html

４－４－ 11　ドイツ国際協力公社（GIZ）
GIZ は現在のところ自然災害に対する「マ」国向け防災関連プロジェクトは実施していない。

４－５　ニーズ・ギャップ分析マトリックス

４－５－１　マトリックスの項目設定

防災分野のニーズ・ギャップ分析マトリックスの縦軸及び横軸の項目は以下のとおり設定し

た。

【縦軸】

一般的に防災案件では災害種ごとに異なったアプローチを実施することが多いため、縦軸

を災害種とした。

①サイクロン

②洪水

③旱魃

④蝗害

⑤地すべり

⑥森林火災

⑦海岸浸食
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⑧津波

【横軸】

JICA の防災分野の課題別指針及び開発課題体系図におけるサブ目標（国別防災情報台帳

の項目）とし、それに相当する「HFA（兵庫行動枠組）の優先行動 5 項目」を併記した。

災害予防（被害抑止）

HFA １．災害リスク軽減を国家・地方における優先事項とする

 法制度／政策方針／計画策定

 防災体制の設立・強化

 経済的な備え

HFA ２．リスクの特定・評価・監視を行い、早期警戒を強化する

 地域・コミュニティとの共有

 災害リスクの把握

 予警報／避難体制の整備

HFA ３．技術革新、教育を利用して、防災に対する理解・認識を構築する

 予警報／避難体制の整備

HFA ４．潜在的なリスク要素を軽減する

 ハード対策／土地利用制限等による抑止力の向上

応急対応

HFA ５．効果的な対応のための災害への備えを強化する

 応急対応体制の確立

 人命救助

 被災者支援

コミュニティ防災

４－５－２　他ドナーの支援動向

当該分野における今後の協力内容を検討するうえで参考となる他ドナーの支援動向を以下に

まとめた。

・ドナー・政府による事業の大部分は災害発生後の緊急物資・食料支援などの「応急対応」

であり、予防対策や計画管理に関する「災害予防（被害抑止）」事業はわずかである。

・法制度や政策方針については、世銀や国連の支援を受けておおむね構築されており、国際

レベルでの防災政策の進展を受けて 2012 ～ 2013 年には改定予定である。

・災害リスク軽減を優先事項として、防災体制・組織はおおむね構築されているが、資

金不足、技術不足から、特に地方組織では機能していないことが多い。中央本部である

BNGRC においても作業資機材、通信資機材、緊急現地調査・救援用機材が不十分である。

また、地すべりなどについては調査・観測機関そのものが存在していない。

・経済的な備えのほとんどをドナーに依存しており、「マ」国独自の防災基金はない。

・地域・コミュニティとの情報共用を目的として、SNAP が NORAD（ノルウェー開発協力

局）の支援で構築中であったが、2009 年の政治危機により支援が停止している。また、

そのほかの多くのプロジェクトでも支援停止中である。

・災害リスクの把握は、サイクロン、洪水、旱魃、蝗害について 2003 ～ 2004 年にかけて実
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施され、サイクロンと洪水は国家防災計画において毎年更新されているが、これ以外の災

害についてはリスクが把握されていない、もしくは最新データでの解析が実施されていな

い。

・サイクロンに関する予警報／避難体制はおおむね整備されているものの、気象観測機器・

通信機器が老朽化・不足等により十分に機能していない場合がある。また、気象予測が不

十分であることから洪水や旱魃の予警報／避難体制も確立されている状態ではない。

・災害に対するハード対策及びリスク要素軽減は、蝗害対策を除いてほとんど実施されてい

ない。

・応急対応（体制確立、人命救助、被害者支援）については、必要に応じてドナーや NGO
によって適宜実施されている。

４－６　優先的ニーズの認められる課題と協力の可能性

４－６－１　優先的ニーズの認められる課題

本節では、マトリックスを用いた分析結果に基づき「マ」国における防災分野の主要課題及

びニーズを整理し、さらに各課題に対する解決へのアプローチを検討する。以下の番号〔（１）

～（６）〕は、マトリックス（表４－ 16）中の番号（①～⑥）に相当する。

（１）サイクロン災害予測のための観測機器及び通信ネットワークの不備

「マ」国内には現在 20 地点の気象観測箇所があるものの、観測地点の気温計、降雨計な

ど基本的な計測器がいずれも古く、データ欠損が多い、精度が低いなどの問題があるほ

か、観測地点からの通信が携帯電話回線やラジオネットワークに限られている。気象レー

ダーについても 30 年以上前に設置した古い機種であり、機能しているものの精度が低く、

今後のサイクロン襲来時の的確な気象予測のために新規の機材が必要と考えられる。ま

た、予測解析モデルは、米国や EU のモデルを使用しており、高精度の予測に向けて「マ」

国オリジナルの予測モデルが必要である。

〔課題解決に向けたアプローチ〕

基礎的な観測機器並びに通信機器を新規整備するとともに、気象予測モデル構築に係

る技術移転を実施することにより、サイクロン、さらには洪水や旱魃の予測精度を向

上させる。これにより、予警報や避難基準の改定を行う。

（２）洪水・旱魃のハザード・リスク解析の未更新

「マ」国において被害の多い洪水や旱魃に対しては、CPGU（予防・応急対策ユニット）

が 2003 ～ 2004 年にかけてハザード・リスク解析を実施したが、作成当時は衛星画像や土

壌蒸散指標データが入手できなかった。その後、データ及び解析の大幅な更新は行われて

いない（洪水に対し毎年リスク解析が更新されているものの、前年の気象データを反映す

るなどの微改定である）。そのため、新規データを用いて洪水・旱魃のハザード・リスク

解析を実施し、被害を最小限にとどめる戦略を検討する必要がある。
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〔課題解決に向けたアプローチ〕

必要となる関連データを収集したうえで、ハザード解析とハザードマップの作成、リス

ク解析とリスクマップの作成を実施し、これらに基づいて防災管理の戦略を策定する。

（３）地すべり災害による国道被害

近年の気候変動による降雨量の増加、並びに森林減少及び森林火災を原因として、国道

での地すべり・斜面崩壊の被害が顕著であり、2012 年には国道 25 号線で 8 人が死亡して

いる。また、地すべりに対しては調査や対策を実施する体制・機関はなく、事前予防対策

という概念がないため、毎雨期に同箇所で崩壊が発生するなど被害がある。そのため、地

すべり対策に係る調査・解析・維持管理・体制構築を実施する必要がある。なお、過去に

地すべり対策に係る援助プロジェクトはない。

〔課題解決に向けたアプローチ〕

発生する地すべりの調査・解析・モニタリングを実施し道路防災管理体制を構築する。

そのうえで通行規制や構造物対策などの戦略を検討していく。

（４）防災管理事務所における機材不足

BNGRC（国家防災事務所）オペレーションセンターには 2 台の PC とラジオ無線機があ

るのみであり、緊急災害に対応していくためには、基本的な資機材が不足している。ま

た、現状における緊急情報の伝達には各地方に対してラジオネットワーク無線を使用する

などタイムリーな情報発信体制が構築されていない。これらの状況は、地方の防災管理事

務所ではさらに顕著である。

〔課題解決に向けたアプローチ〕

基本的な解析機材、通信機材、現地調査用具、救援用機材を供与し、使用方法を技術支

援する。

（５）海岸浸食の進行

海岸浸食の危険性について認識されているものの「マ」国における実際の対策はごく一

部で、CPGU は構造物対策、砂の充填・補充を実施したいと考えているほか、海岸浸食の

モニタリングや計測を実施し、早期警戒体制につなげたいと考えている。

〔課題解決に向けたアプローチ〕

海岸浸食地域での調査・解析・モニタリングを実施し、法制度や土地利用制限などの管

理体制を構築する。そのうえで構造物対策などの戦略を検討していく。

（６）ラバカによる森林被害・農地被害

ラバカは近年の気候変動の影響によって発生数が増加傾向にあり、その主な被害は、森

林減少、田畑や建物への被土、道路（インフラ）被害であるが、根本的にラバカを抑止・

抑制はできていない。森林被害及び農地被害を抑えるためにラバカ対策を検討することが



－ 134 －

望ましい。過去にラバカ対策に係る援助プロジェクトはない。

〔課題解決に向けたアプローチ〕

ラバカの発生機構を解明し、対策工法（抑止工、抑制工）を検討する。そのうえで森林

保全に向けた戦略検討を行う。

４－６－２　協力の可能性

本節では、前節で述べた優先的ニーズの認められる課題に対して想定される協力案件候補を

提案する。以下の番号（①～⑥）は、ニーズ・ギャップ分析マトリックス表（表４－ 17）内

の番号（①～⑥）に相当する。

①　サイクロン災害予測に向けた観測機器整備及び通信ネットワーク構築

協力スキーム：技術協力プロジェクト、無償資金協力（機材供与）

背景 「マ」国ではサイクロンが頻発に襲来し、場合によっては 100 人以上

の死者を出し、毎回 50 万～ 250 万人に影響を及ぼしている。最近では、

過去 20 年間で最大級の勢力をもつ Cyclone Gafilo が 2004 年 3 月にマダ

ガスカル島を横断し、300 人以上の死者を出すなど多大な被害をもたら

した。また、本調査直前の 2012 年 2 月中旬にも Cyclone Giovanna が上

陸し、少なくとも 65 人の死者が出ている。

DGM（公共事業・気象省気象総局）の分析によると、近年（90 年代

半ば以降）サイクロンの軌道が従来のパターンから外れるケースが多

く、予測しづらくなっており、東部森林回廊の形態変化（森林減少）

が一因ではないかとも考えられている。また強度が増す傾向にもある。

「マ」国において気象災害、特にサイクロンの予測に対応する機関は

DGM である。DGM では毎時、全国 20 カ所ある各観測地点から携帯電

話回線やラジオネットワーク等を使って基礎情報（気温、降雨量、湿

度等）を収集し、その観測データをドイツに送信し、ドイツで解析さ

れた気象予測結果を使用している。この解析結果に基づいて、天気予

報図を作成し、毎日～週間天気を予報するとともに、3 カ月季節予報、

サイクロン予測などを実施している。予測解析モデルは、米国や EU の

モデルを使用しており、DGM は「マ」国オリジナルの予測モデルが必

要と考えている。
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課題 「マ」国内には現在、20 地点の気象観測箇所があるものの、観測地

点の気温計、降雨計など基本的な計測器がいずれも古く、データ欠損

が多い、精度が低いなどの問題があるほか、観測地点からの通信が断

続的に不通になるなどの不具合が頻繁に発生しており、DGM としては

観測機器及び通信ネットワークを更新したいと考えている。また気象

レーダーについても 30 年以上前に設置した古い機種であり、機能して

いるものの精度が低く、今後のサイクロン襲来時の的確な気象予測の

ために新規のものが必要と考えている。また予測解析モデルは、米国

や EU のモデルを使用しており、高精度の予測に向けて「マ」国オリジ

ナルの予測モデルが必要である。

プロジェクト概要 基礎的な観測機器並びに通信機器を新規整備するとともに、気象予

測モデル構築に係る技術移転を実施することにより、サイクロン、更

には洪水や旱魃の予測精度を向上させる。これにより、予警報や避難

基準の改定を行う。

上位目標 サイクロンをはじめとする気象災害の予測精度が向上し、適時適切

な予警報・避難警報が発令されることにより、被害が軽減する。

プロジェクト目標 新規整備・構築された観測機材と通信ネットワークによってサイク

ロン予測精度が向上する。

期待される成果 １．気象観測に係る観測機材が新規整備される。

２．気象観測に係る通信ネットワークが構築される。

３．新規の予測モデルを構築して、サイクロン予測精度が向上する。

４．精度の高い予警報・避難警報が設定される。

主な活動 ・観測地点（全国 20 点）の気象データ計測機材（気温計、降雨計など）

の充実・更新

・気象レーダーの設置

・観測地点・気象レーダーと DGM 本局との観測・通信ネットワークの

構築

・「マ」国気象予測モデル構築に係る技術移転

・予警報・避難基準の検討

想定される期間 3 年間

実施機関 DGM、BNGRC（国家防災事務所）

留意点、他援助機

関の協力等

モーリシャス国気象レーダー設置プロジェクトとの域内協調。
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②　洪水・旱魃災害リスクマネジメント戦略策定

協力スキーム：技術協力プロジェクト

背景 「マ」国ではサイクロンが襲来する雨期には長時間連続降雨もしくは

集中的豪雨の影響により、各地域で洪水が発生することがある。近年

の比較的大きな洪水被害としては、2007 年 1 ～ 2 月にサイクロンに伴

う豪雨で洪水が発生し、首都アンタナナリボを含む 4 県で 1 万 2,000 人

以上が避難した。また、逆に南西部地域の大部分は乾燥地帯で、近年

では雨期においても降雨が少なくしばしば旱魃被害が発生し、毎回 60
万～ 100 万人の住民に大きな影響を与えている。

洪水のハザードは、雨量強度、降雨の空間分布、土壌・地盤の透水

性、土壌・地盤の性質（流出しやすさ、など）、植生状態（樹木による

土壌の固定など）、土壌・地盤の飽和度、表層地形（集水地形など）の

自然条件の指標を組み合わせることにより、2003 ～ 2004 年にかけて算

出された。また、旱魃のハザードも洪水ハザードと同じ指標に、平年

以下の年間降水量の回数と期間を加えて算出された。

ただし、当時は大縮尺の衛星画像が入手できなかったこともあり、

その精度は低く、BNGRC では、洪水ハザードの解析モデルを、衛星

画像や土壌蒸散指標を含めた新規モデルに改定したいと考えているが、

「マ」国においてこれらのデータを入手することは困難であり、改定は

進んでいない。洪水ハザードと同様に、BNGRC は旱魃ハザードの解析

モデルを改定しようと考えているものの、必要データが入手できない

状況である。

課題 「マ」国において被害の多い洪水や旱魃に対しては、2003 ～ 2004 年

にかけてハザード・リスク解析を実施したが、当時は衛星画像や土壌

蒸散指標データが入手できなかった。その後、データ及び解析の大幅

な更新は行われていない（洪水に対し毎年リスク解析が更新されてい

るものの、前年の気象データを反映するなどの微改定である）。そのた

め、新規データを用いて洪水・旱魃のハザード・リスク解析を実施し、

被害を最小限にとどめる戦略を検討する必要がある。

プロジェクト概要 必要となる関連データを収集したうえで、ハザード解析とハザード

マップの作成、リスク解析とリスクマップの作成を実施し、これらに

基づいて防災管理の戦略を策定する。

上位目標 防災管理戦略に基づいて、洪水と旱魃の対策が実施されることによ

り、被害が軽減する。

プロジェクト目標 最新データに基づいた洪水と旱魃のハザード・リスク解析が実施さ

れ、防災管理戦略が策定される。

期待される成果 １．洪水・旱魃に係る最新データが整備される。

２．洪水・旱魃に係るハザードマップが整備される。

３．洪水・旱魃に係るリスクマップが整備される。

４．洪水・旱魃に係る防災管理戦略が策定される。
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主な活動 ・関連データの収集・整理

・ハザード解析方法の更新とハザードマップ作成

・リスク解析方法の更新とリスクマップ作成

・ 洪水・旱魃に係るマネジメント戦略策定〔政策方針や国家防災計画

への提言、構造物対策（河川整備等：無償資金協力など）の提案〕

想定される期間 3 年間

実施機関 DGM、BNGRC、CPGU

留意点、他援助機

関の協力等

プロジェクト中ないしプロジェクト後の無償資金協力（構造物対策等）

を検討。

③　国道地すべり対策調査解析

協力スキーム：開発調査

背景 サイクロンに伴う豪雨の影響などにより、「マ」国では地すべりや斜

面崩壊が発生することがある。首相府直轄の CPGU への聞き取り調査

によれば、近年の気候変動による降雨量の増加並びに森林減少及び森

林火災を原因として、地すべり・斜面崩壊の発生が増えている。特に

国道での被害が顕著であり、国道 25 号線において斜面崩壊で 8 名死亡

しており、迂回路がない国道 25 号線の河川沿い浸食部において、脆弱

な地質が素因、豪雨が誘因となって崩壊が多発する。

「マ」国における道路の建設や維持管理をはじめとする公共事業を担

当する DGTP（公共事業・気象省公共事業総局）では、サイクロンなど

による道路災害発生後に、現地の被害状況を調査し、被害概算（人命、

建物）、復旧費用概算、被害写真などを含めたレポートを作成し、EU、

世銀、アフリカ開発銀行に提出し、復旧費用を要請しているが、予防

対策工事は実施されていない。

このように、道路防災については、通常の維持管理のほか崩壊後の

緊急復旧作業を実施しているのみであり、斜面災害の予防対策という

概念はない。外国ドナーからの支援金はすべて災害発生後の道路復旧

費用となっており、予防対策工を施工するようなプロジェクトは、い

ずれのドナーも実施していない。そのため、DGTP は地すべり・斜面崩

壊の予防対策プロジェクトを実施したいと考えている。

課題 近年の気候変動による降雨量の増加並びに森林減少及び森林火災を

原因として、国道での地すべり・斜面崩壊の被害が顕著であり、2012
年には国道 25 号線で 8 名死亡している。また、地すべりに対しては調

査や対策を実施する体制・機関はなく、事前予防対策という概念がな

いため、毎雨期に同箇所で崩壊が発生するなど被害がある。そのため、

地すべり対策に係る調査・解析・維持管理・体制構築を実施する必要

がある。なお、過去に地すべり対策に係る援助プロジェクトはない。
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プロジェクト概要 発生する地すべりの調査・解析・モニタリングを実施し道路防災管

理体制を構築する。その上で通行規制や構造物対策などの戦略を検討

していく。

上位目標 国道における地すべり・斜面災害被害が軽減する。

プロジェクト目標 国道における地すべり災害の調査・解析・モニタリング方法を理解

し、管理体制と対策戦略が構築される。

期待される成果 １．地すべりの調査・解析・モニタリングが実施される。

２．適切な道路維持管理が実施される。

３．道路防災管理体制が構築される。

４．国道地すべりに係る防災管理戦略が策定される。

主な活動 ・地すべり調査・解析・モニタリング

・国道の道路防災維持管理

・国道の防災管理体制構築

・  国道の地すべり対策戦略策定〔通行規制案の検討、構造物対策（斜

面のり枠工等：無償資金協力など）の提案〕

想定される期間 3 年間

実施機関 DGTP

留意点、他援助機

関の協力等

・モーリシャス国地すべり対策プロジェクトとの域内協調。

・プロジェクト中ないしプロジェクト後の無償資金協力（構造物対策

等）を検討。

現地調査結果から、以上の 3 プロジェクトが特に優先的ニーズが高いと考えられるが、これ

に加えて、優先度がやや低い補足的な課題 3 点を以下に示す。補足的課題は、生物多様性分野

や気候変動分野における 1 コンポーネントとするなど、他の協力案件の事業活動の一部として

実施することが望ましい。
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④ 　防災管理体制構築に向けた解析・通信機材供与（災害後の緊急支援の 1 コンポーネントと

して）

協力スキーム：無償資金協力（機材供与）

背景 BNGRC は、MIRA（内務・行政改革省）管轄の防災管理の責任機関

であり、災害に関する予防、準備、復旧・復興、軽減、開発、緊急対

応など防災管理に係るすべての活動を実施し、かつ防災管理に関連す

るすべての報告書・文書は、本機関に集約されることになっている。

予算は、職員の人件費や事務所運営費などの経費のみが「マ」国政府

で賄われており、災害発生時にその規模に応じ外国ドナーから支給・

支援されている。そのため、年度予算として毎年決まった額が保障さ

れているわけではなく、業務を実施するうえで十分な資金が確保でき

ないことが大きな問題となっている。

BNGRC は自然災害に係る情報伝達の重要性を認識しており、これら

に関する通信体制及び情報システムの開発は現状における優先課題と

している。しかしながら、現状における緊急情報の伝達には各地方に

対してラジオネットワーク無線を使用するなどタイムリーな情報発信

体制が構築されていないだけでなく、BNGRC のウェブサイトも必要情

報の利用とアクセスを可能にするためには貧弱である。BNGRC の情報

受発信基地であるオペレーションセンターも 2 台の PC とラジオ無線機

があるのみであり、緊急災害に対応していくためには、基本的な資機

材が不足している。

課題 BNGRC オペレーションセンターには 2 台の PC とラジオ無線機があ

るのみであり、緊急災害に対応していくためには、基本的な資機材が

不足している。また、現状における緊急情報の伝達には各地方に対し

てラジオネットワーク無線を使用するなどタイムリーな情報発信体制

が構築されていない。これらの状況は、地方の防災管理事務所では更

に顕著である。

プロジェクト概要 基本的な解析機材、通信機材、現地調査用具、救援用機材を供与し、

使用方法を技術支援する。

主な活動 ・基礎解析用機材（PC、CAD ソフトウェア、GIS ソフトウェア、大判

プリンター等）

・通信用機材（無線機器等）

・緊急現地調査・救援用機材（4WD 車、トラック、発電機、消防車等）

想定される期間

実施機関 BNGRC、CPGU

留意点、他援助機

関の協力等

・災害後の緊急支援の 1 コンポーネント

・国連及び世銀との協議必要
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⑤　海岸浸食対策保全調査（生物多様性における「持続的な伝統漁業と海洋保護地域の管理に

よる沿岸生態系の保全」プロジェクトの 1 コンポーネントとして）

協力スキーム：開発調査

背景 海岸浸食の対応を実施している予防・応急対策ユニット（CPGU）は、

その危険性について認識しているものの、具体的な対策はほとんど実

施していないのが実情である。また海岸浸食に関する研究・調査は、

各国研究機関を中心としていくつか実施されているが、現状では具体

的な対策につながっていない。

西海岸の町 Morondava では 1960 年頃から海岸浸食が認識されており、

その当時から既に 2km 以上も海岸線が後退している。対策としては、

海岸線の一部の地域で護岸工などが施工されているが、その規模がわ

ずかであり、CPGU はコンクリート消波擁壁工建設やリーフ整備などの

構造物対策、砂の充填・補充を実施したいと考えているが、現在のと

ころ実施の予定はない。

課題 海岸浸食の危険性について認識されているものの「マ」国における実

際の対策はごく一部で、CPGU は構造物対策、砂の充填・補充を実施し

たいと考えているほか、海岸浸食のモニタリングや計測を実施し、早

期警戒体制につなげたいと考えている。

プロジェクト概要 海岸進捗地域での調査・解析・モニタリングを実施し、法制度や土

地利用制限などの管理体制を構築する。その上で構造物対策などの戦

略を検討していく。

主な活動 ・海岸浸食調査・解析

・海岸浸食モニタリング

・法制度、土地利用制限の検討

・海岸浸食対策戦略策定（構造物対策（消波工・コンクリート擁壁等：

無償資金協力など）の提案）

想定される期間 3 年間

実施機関 DGM

留意点、他援助機

関の協力等

・生物多様性における「持続的な伝統漁業と海洋保護地域の管理によ

る沿岸生態系の保全」プロジェクトの 1 コンポーネント

・プロジェクト中ないしプロジェクト後の無償資金協力（構造物対策

等）を検討。

・モーリシャス国海岸浸食対策プロジェクトとの域内協調
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⑥ 　ラバカ対策保全調査（生物多様性における「自然共生型の持続的な農業・農村開発の支援」

プロジェクトの 1 コンポーネントとして）

協力スキーム：開発調査

背景 ラバカとは「マ」国によく見られる土壌浸食であり、高地、特に森

林が少ないところで発生しやすく、1 つの規模は 20 ～ 30m 程度が一般

的である。片麻岩や花崗岩の風化地域（粘性土）で、地下水を誘因と

して発生し、発生地点には湧水も多い。また、ラバカによって流出し

た表層の再堆積土砂が、特に浸食に弱く、更なる斜面崩壊につながっ

ている。アンタナナリボ大学地理学部のラバカを研究対象としている

Rabarimanan 教授によると、「マ」国北東部森林地帯の 1 集水地形（約

8,000ha）に 4,000 ～ 6,000 個のラバカが存在するとのことである。同教

授によると、ラバカは、近年の気候変動及び森林減少の影響によって

発生数が増加傾向にあると感じているが、過去からの発生個数に関す

る研究例がないため詳細は不明である。

ラバカの主な被害は、森林破壊、田畑や建物への被土、道路（インフ

ラ）被害であるが、死者は報告されていない。道路での災害後は道路

線形を変更するなどの対策を実施しているが、根本的にラバカを抑止・

抑制する対策には至っていない。国の組織としてラバカ専門で対応し

ているところはなく、アンタナナリボ大学で研究を実施しているのみ

である。

課題 ラバカは近年の気候変動の影響によって発生数が増加傾向にあり、

その主な被害は、森林減少、田畑や建物への被土、道路（インフラ）被

害であるが、根本的にラバカを抑止・抑制できていない。森林被害及

び農地被害を抑えるためにラバカ対策を検討することが望ましい。過

去にラバカ対策に係る援助プロジェクトはない。

プロジェクト概要 ラバカの発生機構を解明し、対策工法（抑止工、抑制工）を検討する。

そのうえで森林保全に向けた戦略検討を行う。

主な活動 ・ラバカ発生の機構解析

・パイロットサイトで対策

・森林保全に向けた提言

想定される期間 2 年間

実施機関 MEF（環境・森林省）、アンタナナリボ大学

留意点、他援助機

関の協力等

・生物多様性における「自然共生型の持続的な農業・農村開発の支援」

プロジェクトの 1 コンポーネント
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表 4-1 ニーズ・ギャップ分析マトリックス表【防災】 
JICA 国別防災

情報台帳の項目 
( 開 発 課 題 体 系

図のサブ目標) 

災害予防（被害抑止） 応急対応 

コミュニティ防災 法制度/政策方

針/計画策定 防災体制の設立・強化 経済的な備

え 
地域・コミュニティ

との共有 災害リスクの把握 予警報/避難体制の整備 
ハード対策/土地

利用制限等によ

る抑止力の向上

応急対応体制

の確立 人命救助 被災者支援 

兵 庫 行 動 枠 組

HFA の優先行動

5 項目 
HFA1：災害リスク軽減を国家・地方における優先事項とする HFA2：リスクの特定・評価・監視を行い、早

期警戒を強化する 

HFA2：リスクの特定・評価・監

視を行い、早期警戒を強化す

る 
HFA3：技術革新、教育を利用

して、防災に対する理解・認識

を構築する 

HFA4：潜在的な

リスク要素を軽減

する 

HFA5：効果的な対応のための災害への備えを強化

する  

サイクロン 

PNGRC/SNGRC
、MAP 制定。 
国家防災計画を

毎年更新し公表。 

CNGRC,BNGRC,CPGU,CRIC
が設立。機材が不足している。 
調査・観測は DGM が主担当。 
地方分権構造の土台はできてい

る。地方部では機能していない。

ド ナ ー か ら の

援助に大部分

依存している。 

SNAP/VAC の枠組

みが導入され、運用

さ れ 始 め て い た 。

2009 政治危機によ

り支援停止。 

CPGU が 2003 ～

2004 年にハザード、

脆弱性、リスクを調

査・解析。 
2007 年 以 降 、

BNGRC が毎 年更

新。 

BNGRC による学校での防災

教育を実施。避難マップは各

防災事務所から入手可能。 
BNGRC でサイクロンの予警

報を発令。電話やラジオネット

ワーク無線、SNS メッセージを

使用。伝達機材が不十分。 
気象観測機材が不十分。 

サイクロンを考慮し

た建築基準を策定

中。 

国家防災計画を

毎 年 更 新 し 公

表。地方 部ま で

浸透していない。 
キ ャ パ シ テ ィ 強

化・緊急体制構

築（WB） 

BNGRC/CPGU
が各ドナー/NGO
支援のもと適時

実施。 

BNGRC/CPGU
が各ドナー/NGO
支援のもと適時

実施。 

避難所の指定。 
防災教育、技術移転

（FAO、ECHO）。 
都市レベルのリスク解

析 ・ 防 災 計 画

（HABITAT）。 

洪水 

PNGRC/SNGRC
、MAP 制定。 
国家防災計画を

毎年更新し公表。 

CNGRC,BNGRC,CPGU,CRIC
が設立。機材が不足している。 
調査・観測は DGM が主担当。 
地方分権構造の土台はできてい

る。地方部では機能していない。

ド ナ ー か ら の

援助に大部分

依存している。 

SNAP/VAC の枠組

みが導入され、運用

さ れ 始 め て い た 。

2009 政治危機によ

り支援停止。 

CPGU が 2003 ～

2004 年にハザード、

脆弱性、リスクを調

査・解析。 
2007 年 以 降 、

BNGRC が毎 年更

新。 

BNGRC による学校での防災

教育を実施。 
避難マップは各防災事務所

から入手可能。 
気象観測機材が不十分。 

 国家防災計画を

毎 年 更 新 し 公

表。地方 部ま で

浸透していない。 
キ ャ パ シ テ ィ 強

化・緊急体制構

築（WB） 

BNGRC/CPGU
が各ドナー/NGO
支援のもと適時

実施。 

BNGRC/CPGU
が各ドナー/NGO
支援のもと適時

実施。 

避難所の指定。 
防災教育、技術移転

（FAO、ECHO） 
都市レベルのリスク解

析 ・ 防 災 計 画

（HABITAT） 

旱魃 

PNGRC/SNGRC
、MAP 制定。 

CNGRC,BNGRC,CPGU,CRIC
が設立。機材が不足している。 
調査・観測は DGM が主担当。 
地方分権構造の土台はできてい

る。地方部では機能していない。

ド ナ ー か ら の

援助に大部分

依存している。 

SNAP/VAC の枠組

みが導入され、運用

さ れ 始 め て い た 。

2009 政治危機によ

り支援停止。 

CPGU が 2003 ～

2004 年にハザード、

脆弱性、リスクを調

査・解析。その後更

新なし。 

BNGRC による学校での防災

教育を実施。 
キャパシティ強化、防災教育

（USAID、FAO） 
気象観測機材が不十分。 

 キ ャ パ シ テ ィ 強

化・緊急体制構

築（WB） 

BNGRC/CPGU
が各ドナー/NGO
支援のもと適時

実施。 

BNGRC/CPGU
が各ドナー/NGO
支援のもと適時

実施。 

防災教育、技術移転

（FAO、ECHO） 
都市レベルのリスク解

析 ・ 防 災 計 画

（HABITAT） 

地すべり・ラバカ 

PNGRC/SNGRC
制定。 

調査・観測機関なし。 ド ナ ー か ら の

援助に大部分

依存している。 

SNAP/VAC の枠組

みが導入され、運用

さ れ 始 め て い た 。

2009 政治危機によ

り支援停止。 

    BNGRC/CPGU
が各ドナー/NGO
支援のもと適時

実施。 

BNGRC/CPGU
が各ドナー/NGO
支援のもと適時

実施。 

 

蝗害 

PNGRC/SNGRC
、MAP 制定。 

CNGRC,BNGRC,CPGU,CRIC
が設立。機材が不足している。 
調査・観測は CAN、FOFIFA が

主担当。 
地方分権構造の土台はできてい

る。地方部では機能していない。

ド ナ ー か ら の

援助に大部分

依存している。 

SNAP/VAC の枠組

みが導入され、運用

さ れ 始 め て い た 。

2009 政治危機によ

り支援停止。 

CPGU が 2003 ～

2004 年にハザード、

脆弱性、リスクを調

査・解析。その後更

新なし。 

 調 査 ・ 殺 虫 剤 散

布 、 職 員 訓 練

（FAO） 
殺虫剤による健康

被害・環境影響調

査（FAO） 
バ イ オ 農 薬 開 発

（FOFIFA） 

緊急対応キャパ

シ テ ィ 強 化

（FAO） 

人命損失なし。 BNGRC/CPGU
が各ドナー/NGO
支援のもと適時

実施。 

 

森林火災 

PNGRC/SNGRC
制定。 

CNGRC,BNGRC,CPGU,CRIC
が設立。機材が不足している。 
地方分権構造の土台はできてい

る。地方部では機能していない。

 SNAP/VAC の枠組

みが導入され、運用

さ れ 始 め て い た 。

2009 政治危機によ

り支援停止。 

  MEF で消火活動。

人員不足。 
 人命損失なし。 BNGRC/CPGU

が各ドナー/NGO
支援のもと適時

実施。 

 

海岸浸食 

 調査・観測は DGM が主担当。 
 

 SNAP/VAC の枠組

みが導入され、運用

さ れ 始 め て い た 。

2009 政治危機によ

り支援停止。 

 海面上昇観測ステーション設

置（UNDP） 
  人命損失なし。 緊急被災者なし。  

津波 

 調査・観測は IOGA が主担当。 
 

 SNAP/VAC の枠組

みが導入され、運用

さ れ 始 め て い た 。

2009 政治危機によ

り支援停止。 

 地 震 観測 ス テーシ ョ ン 設 置

（UNDP） 
  人命損失なし。 BNGRC/CPGU

が各ドナー/NGO
支援のもと適時

実施。 

 

黒字：主な実施状況、（空欄）：未実施 

赤字：主なニーズ 

番号（①～⑥）：優先的ニーズの認められる課題 

④

①

② 

⑥

③ 

⑤ 

表４－ 16　ニーズ・ギャップ分析マトリックス表【防災】
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資料 1 面談者リスト 

No. Organization Name Title Date 

 Malagasy Government 2012 
1 MinAgri Mr. Bruno Rakotomahefa Directeur General Technique 8 Mar 
2 Ms. Oliver Rafalimanana Director of Rural Engineering 9 Mar 
3 Ms. Michelle Andriamahazo Chef du Service de 

I’Environment,  
Point Focal National TIRPAA 

9 Mar 

4 MEF Mr. Germain Randriasandratana Director of DCC,  
CDM Madagascar Focal Point, 
DNA Chairman 

27 Feb 

5 Ms. Raharina Niraka Lydie  Director of DVRN 27 Feb 
6 Ms. Rasoavahiny Laurette 

Hermine  
Director of DCBSAP 2 Mar 

7 Mr. Randriamahaleo Sahoby Ivy Chief of Protected Area 
Establishment/Management, 
DCBSAP 

2 Mar 

8 Mr. Mamy Andrianarivelo  Chief of Biodiversity 
Conservation, DCBSAP 

2 Mar 

9 Mr. Ralison Paul Olivier  Director of DIDE 24 Feb 
10 Mr. Rivo Rabemananjara 

 
Point Focal National Ozone, 
Bureau National Ozone, DIDE 

24 Feb 

11 MPRH Ms. Samueline Ranaivoson Environmental Unit, Direction 
de Gestion de Ressource 

1 Mar 

12 Ministry of Water Ms. Rakotobe Raheliarisoa 
Hokinantenaina 

Chef Environmental Unit 9 Mar 

13 Direction General of 
Meteorology 

Mr. Rotovoharison Victor 副総裁/応用気象部 部長 27 Feb 
14 Dr. Zo Rabefitia 

 
Ingenieur de la Meteorologie 
Climatologue 

27 Feb 

15 BNGRC Mr. Rakotonirainy Louis de 
Gonzague 

Head 27 Feb 

16 Mr. Rambolarson Charles  オペレーションセンター長 27 Feb 
17 DGTP 

 
Mr, Dominique 
Andrianantenaina 
Rafanomezana 

Direct General 9 Mar 

18 Mr. Théophile Rakotomavo  9 Mar 
19 CNARP Mr Michel Ratsimbason Directeur 12 Mar 
20 CNRE 

 
Pr. Pierre Ravelonandro 
 

Directeur du Centre National de 
Rechercues sur 
l’Environnement 

29 Feb 
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No. Organization Name Title Date 
21 CPGU 

 
Mr. Mamy Razakanaivo 
 

National Coordinator of 
Integrated Coastal Management 

－ 

22 CUA,  
Urban Commune 
Antananarivo 

Mr. Edgard Razafindravahy 暫定特別市長 7 Mar 

23 Essa-Forêts, 
University of 
Antananarivo 

Pr. Ramamonjisoa Bruno 
Salomon  

Habilite des Recherches,  
Chef de Department 

6 Mar 

24 Pr. Mamy Rabarimanan Expert of Lavala 6 Mar 
25 FOFIFA Dr. Razafinjara Aimé Lala Director 7 Mar 
26 MNP Mr. Guy Suzon Ramangason Director General 7 Mar 
27 Mr. Charles Alfred 

Raktondrainibe  
Deputy Director General 7 Mar 

28 Ms. Chantal Andrianarivo  
 

Biodiversity Research and 
Sustainable Use in Charge 

7 Mar 

29 ONE Mr. Jean Roger Rakotoarijaona 
 

Director, Environmental 
Information 

6 Mar 

30 Mr. Haitiane Randrianiaend 
 

Director, Environmental 
Assessment 

6 Mar 

31 PBZT 
 

Dr. Zakariasy Director 29 Feb 
32 Mr. Gilbert Rakotoarisoa  General Curator of Fauna 29 Feb 
33 Mr. Racotobe Fanomezantsoa  

 
Chief, Dept. of Education and 
Environmental Conservation 

29 Feb 

 Partners (Donors)  
34 CARE International Ms Noro Hasina Ratsimbazafy GRC Technical Advisor 12 Mar 
35 CI 

 
Dr. James MacKinnon  Senior Technical Director, 

Madagascar and Indian Ocean 
Islands 

28 Feb 

36 Ms. Michel  
 

Director of Strategy and 
Climate Change 

28 Feb 

37 CIRAD  Mr. Pierre Montagne  U.R.P. Forest and Biodiversity 12 Mar 
38 NGO Fanamby 

 
Mr. Vonjisoa Rasoloarison  Director of Spacial Management 

and Capacity Building 
12 Mar 

39 Ms. Tiana  Project Coordinator 12 Mar 
40 FAO Ms. Hanitriniainaa 

Randrianarivelo  
GRC-CC 
 

7 Mar 

41 Mr. Honore Razafimbelo  Assistant Representative, 
Programme 

7 Mar 

42 Mr. Alexandre Huynh  
 

Coordinateur des Operations 
Agricoles d’Urgence et de 
Rehabilitation 

7 Mar 

43 GIZ Mr. Pascal Lopez  Chief of PGM-E 5 Mar 
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No. Organization Name Title Date 

44 GIZ Ms. Olina Hajaniaina Responsible of Planning and 
Follow up-Evaluation, PGM-E 

5 Mar 

45 UNDP 
 

Mr. Andrianaivoarivony 
Fanomezantsoa Rakotoarisoa  

Team Leader – Poverty and 
Environment 

5 Mar 

46 Ms. Hana Rabefarihy Voahangy In charge of PE III, Biodiversity 5 Mar 
47 Ms. Claire Rahasinirina Disasrer Risk Management 5 Mar 
48 UN Habitat Ms. Monique Rakotoarison Programme Manager 28 Feb 
49 Mr. Ramanantsoa Serge  Focal Point of DRR and Climate 

Change 
28 Feb 

50 Mr. Jaotiana Rasolomamonjy 総合都市リスク計画課長 28 Feb 
51 Ms. Rosat Ramananicolazaina  28 Feb 
52 UN OCHA 

 
Mr. Rija Rakotoson  5 Mar 

53 Ms. Noroarisoa 
Rakotomalala-Rakotondrandria 

Regional Disaster Response 
Advisor 

5 Mar 

54 WB 
 

Ms. Alison Clausen  Technical Advisor, Environment 
and Climate Change 

8 Mar 

55 WCS Mr. Christian Burren  Director 2 Mar 
56 Mr. Lantoniaina 

Andriamampianina 
Directeur du Programme 
Terrestre 

2 Mar 

57 WWF Ms. Nanie Ratsifandrihamanana Conservation Director 28 Feb 
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資料 2 収集資料リスト 
 

No. Organization Year Title Format 
Lan
gua
ge 

1 University of 
Antananarivo 2003 

Télédétection, 2003, vol. 3, n°2-3-4 p.225-250 
2003 CONTEMPORARY PUBLISHING INTERNATIONAL 
CARTOGRAPHIE DES LAVAKA PAR TELEDETECTION/ 
ANALYSE DES FACTEURS ET GESTION DES ESPACES 
RURAUX A MADAGASCAR 
CARTOGRAPHY OF LAVAKA BY REMOTE SENSING/REVIEW 
OF DIFFERENT FACTORS AND RURAL PLANNING IN 
MADAGASCAR 

Hard Fr, 
En 

2 BNRGC 2007 
EVALUATION DES ACTIONS DE SECOURS APRES LE 
PASSAGE DES CYCLONES “INDLALA et JAYA” 
SITUATION EN DATE DU 10 SEPTEMBRE 2007 

Soft Fr 

3 BNGRC 2008 
EVALUATION DES ACTIONS DE SECOURS APRES LE 
PASSAGE DES CYCLONES “FAME et IVAN” 
Situation en date du 22 Août 2008 

Soft Fr 

4 BNRGC 2008 
EVALUATION DES ACTIONS DE SECOURS APRES LE 
PASSAGE DES CYCLONES “FAME et IVAN” 
SITUATION EN DATE DU 23 Février 2008 

Soft Fr 

5 BNRGC 2008 
EVALUATION DES ACTIONS DE SECOURS APRES LE 
PASSAGE DES CYCLONES “FAME et IVAN” 
SITUATION EN DATE DU 11 Avril 2008 

Soft Fr 

6 BNRGC    2009 
EVALUATION DES ACTIONS DE SECOURS APRES LE 
PASSAGE DES CYCLONES “ASMA-ERIC ET FANELE” 
SITUATION EN DATE DU 24-02-09 

Soft Fr 

7 BNRGC 2010 
EVALUATION DES ACTIONS DE SECOURS APRES LE 
PASSAGE DES CYCLONES “HUBERT et JOEL” 
Situation en date du 31 Mai 2010 

Soft Fr 

8 BNRGC  PLAN NATIONAL DE CONTINGENCE SUR LES CYCLONES ET 
LES INONDATIONS (2010-11) Soft Fr 

9 BNRGC  Tableau des besoins Soft Fr 

10 CARAMODEC   

Carbonisation améliorée et contrôle forestier decentralisé à 
Madagascar 
Improved carbonization and decentralized forestry control in 
Madagascar 
ARINA 

Hard Fr, 
En 

11 CARAMODEC   Bonnes pratiques de CARBONISATION A MADAGASCAR Hard Fr 

12 CDB  

Secretariat of the Convention  on Biological Diversity 
CDB Technical Series N° 54 
Interdependence of Biodiversity and Development Under Global 
Change 

Soft En 

13 CI  2011 Songadina N° 09 Hard Fr 
14 CI  2011 Songadina N° 10 Hard Fr 
15 CI  2011 Songadina N° 11 Hard Fr 

16 CI  

Rapid Assessment Program RAP 
Bulletin of Biological Assessment 61 
A Rapid Marine Biodiversity Assessment of the Coral Reefs of 
Northeast Madagascar 

Hard En 

17 CI  

Rapid Assessment Program RAP 
Bulletin of Biological Assessment 31 
18A Rapid Marine Biodiversity Assessment of the Coral Reefs of 
Northwest Madagascar  

Hard En 

18 CI  What is needed to make REDD+ work on the ground? 
Lessons learnt from pilot forest carbon initiatives Hard En 
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No. Organization Year Title Format 
Lan
gua
ge 

19 CI   Restauration forestière à Madagascar : Capitalisation des expériences 
en vue de l’élaboration d’un Plan d’Action de Restauration Hard Fr 

20 CI  A Marine Biodiversity Assessment of the Extreme North East of 
Madagascar Hard En 

21 CI   Résultats des recherches et études sur les experiences en restauration 
forestière à Madagascar Soft Fr 

22 CI  
Adaptation au Changement Climatique pour la Conservation à 
Madagascar: Recherches et recommandations pour la planification de 
la conservation marine et la restauration des forêts naturelles 

Hard Fr 

23 CIRAD 2010 

La flore de Madagascar : Flore des jachères et adventices des cultures 
Annexe 1 : Les principales plantes de jachères et adventices des 
cultures à Madagascar 
Manuel pratique du semis direct à Madagascar. Annexe 1 

Hard Fr 

24 COI 2011 Rapport 2010-2011du Secrétaire Général de la COI 
Conseil des ministers, 6 octobre 2011  Hard Fr 

25 COI 2012 Liste des actions : Programme d’actions –Janvier 2012 Hard Fr 

26 COI  

ACCLIMATE 
UN PROJET DE LA COMMISSION DE L’OCEAN INDIEN  
ADAPTATION AU CHANGEMENT CLIMATIQUE 

 COMMISSION DE L’OCEAN INDIEN 
Rapport 2010-2011 du Secrétaire Général de la COI 

 ACCLIMATE 
Adaptation au changement climatique 
Rapport d’Activités 
2ème Comité de pilotage, Seychelles, 28 & 29 avril 2010 

Hard Fr 

27 DGM 2011 DISCUSSION MEMO by Preparatory Survey Team of JICA for 
Mauritius Meteorological Services Project  Soft En 

28 DGM 2008 LE CHANGEMENT CLIMATIQUE A MADAGASCAR, Mars 2008  Hard Fr 

29 FAO 2010 Documentation et synthèse de l’Agriculture de Conservation à 
Madagascar Hard Fr 

30 FAO 2010 MADAGASCAR LOCUST RESPONSE 2010 Soft En 
31 FAO 2010 FAO Newsletter October 2010 vol.5 Soft Jp 

32 FAPBM 2010 2010 Rapport annuel FONDATION POUR LES AIRES PROTEGEES 
ET LA BIODIVERSITE DE MADAGASCAR Hard Fr 

33 GESFORCOM 2010 
GESTION COMMUNALE, GESTION COMUNAUTAIRE ET 
DEVELOPPEMENT LOCAL: Résultats GESFORCOM 
MADAGASCAR 

Hard Fr 

34 GESFORCOM  Manuel de formation en VALORISATION RAISONNEE DE BOIS 
D’OEUVRE Hard Fr 

35 GIZ  NOTE DE PRESENTATION : LE CADRE DU PGDRN Hard Fr 

35 GRC  Article : Comment renforcer la capacité des communautés à faire face 
aux riques et catastrophes naturels Soft Fr 

36 Inter-Agency 
Contingency  2007 Planning Guidelines for Humanitarian Assistance 

Draft for Consultation 22 June 2007 Soft En 

37 

Le Groupement 
Semis Direct de 
Madagascar 
GSDM  

 
Réponse aux enjeux de développement agricole et la protection de 
l’environnement (leaflet) 
 

Hard Fr 

39 
MEF (, CI, 
WWF, Mac 
Arthur, USAID) 

 
ASSESSING THE IMPACTS OF CLIMATE CHANGE ON 
MADAGASCAR’S BIODIVERSITY AND LIVELIHOODS 
A WORKSHOP REPORT 

Hard En 

40 MEF 2011 Madagascar face au Changement Climatique 
MEF/SG/DGE/DCC-Mars 2011 Soft Fr 

41 MEF 2012 RAPPORT NATIONAL SUR LES RESSOURCES 
PHYTOGENETIQUES FORESTIERES MADAGASCAR  Hard Fr 
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No. Organization Year Title Format 
Lan
gua
ge 

42 MEF  Porte Ouverte sur “Changement Climatique” et “Environnement marin 
et côtier” (leaflet) Hard Fr 

43 MEF  CLIMATE CHANGE SOLUTIONS IN MADAGASCAR: The Role of 
Forests Hard En 

44 MEF  PRESIDENCE DE LA REPUBLIQUE : LOI N°2001-005 DU 11 
FEVRIER 2003 portant Code de gestion des aires protégées Hard Fr 

45 MEF  L’Atténuation du Changement Climatique “Pour moins de Carbone et 
plus de développement” (leaflet) Hard Fr 

46 MEF  Le Mécanisme de Développement Propre du Protocole de Kyoto à 
Madagascar Hard Fr 

47 MAEP 2009 
DEUXIEME RAPPORT NATIONAL SUR L’ETAT DES 
RESSOURCES PHYTOGENETIQUES POUR L’ALIMENTATION 
ET L’AGRICULTURE  

Hard Fr 

48 MAEP  
FORMULAIRE DE SOUMISSION DE LA PRE-PROPOSITION 
VOLET: PLANS D’ACTION STRATEGIQUES 
FORMULAIRES DE SOUMISSION DE PRE-PROPOSITION 

Hard Fr 

49 MAEP  STRATEGY OF ADAPTATION AND MITIGATION EFFECTS AND 
IMPACTS OF CLIMATE CHANGE Hard En 

50 MTPM  
DEGATS OCCASIONNES PAR LE PASAGE DES DEPRESSIONS 
TROPICALES « CHANDA, FUNSO » ET DU CYCLONE 
TROPICAL « GIOVANNA » SUR LE RESEAU ROUTIER 

Soft Fr 

51 OCHA 2007 OCHA Regional Office for Central and East Africa EARTHQUAKE 
RISK IN AFRICA  Soft Fr 

52 OCHA  PROGRESS REPORT TO THE ADVISORY BOAD OF HUMAN 
SECURITY OCT 2010 TO SEP 2011 Soft En 

53 ONE  Missions et Attributions (leaflet) Hard Fr  
54 ONE  Evaluation d’Etude d’Impact Environnemental Processus (leaflet) Hard Fr 

55 
OFFICE 
NATIONAL DU 
TOURISME 

 
ANNUAIRE DE TOURISME A BASE COMMUNAUTAIRE 
ANDASIBE-MENABE COMMUNITY-BASED 
TOURISM-DIRECTORY 

Hard Fr, 
En 

56 PGM – E/GIZ  Zone d’intervention du PGM –E/GIZ Soft Fr 
57 PGM – E/GIZ  Sustainable energy forests in Madagascar Soft En 

58 PGM – E/GIZ  Etpes, propositions et recommendations pour atteindre le défi 3 de 
l’engagement 7 du MAP Soft Fr 

59 PNGRC  

Loi du PNGRC  
 BNGRC Décrêt 
 Décrêt N° 2003-866 fixant les modalities d’application de la 

loi n° 2003-010 du 5 sept 2003 relative à la politique 
nationale de gestion des risques  

 Décrêt N° 2006 – 904 fixant l’organisation, le fonctionnement 
et les attributions du Bureau National de Gestion des Risques 
et des Catastrophes (BNGRC) 

 Décrêt N° 2006 -892 fixant l’attribution, l’organisation et le 
fonctionnement de la Cellule de Prévention et de Gestion des 
Urgences (CPGU) à la Primature 

Soft Fr 

60 PRIMATURE 2009 
Cellule CPGU: PTA 2009 PROJET RENFORCEMENT DE 
CAPACITE  SUR SYSTEME D’ALERTE PRECOCE ET REPONSE 
AU TSUNAMI 

Soft Fr 

61 UNDP 2008 UNITED NATIONS BASIC AGREEMENT FOR FUNDS 
DIRECTED TO UNDP Soft En 

62 UNDP  
PLAN D’ACTION DU PROGRAMME PAYS 
Entre Le Gouvernement de Madagascar et Le Programme des Nations 
Unies pour le Développement (PNUD) Mise à jour 2010-2011  

Hard Fr 

63 UNDP  National Disaster Risk Management Arrangements Final Report: Hard En 
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No. Organization Year Title Format 
Lan
gua
ge 

National Strategy for Disaster Risk Management (Madagascar) 
UNDP/CNS Project MAG/99/005  

64 UNDP  

1st DRAFT: National Strategy for Disaster Risk Management 
15 September 2000 
Antananarivo Madagascar 
Project MAG/99/005/A/07/31-05/31 UNDP/CNS 

Hard En 

65 UNDP  UNDP Country: Développement   Document de Projet Soft Fr 
66 UN HABITAT  PALos Soft Fr 

67 UN HABITAT  

ONU HABITAT : Renforcement des capacités locales et appui 
technique pour la reconstruction durable dans les zones récemment et 
ou fréquemment affectées par les inondations et cyclones à 
Madagascar (UN – HABITAT MADAGASCAR/DEMSUR 
GUIDE D’ELABORATION D’UN PLAN D’AMENAGEMENT 
LOCAL SIMPLIFIE 

Soft Fr 

68 UN OCHA 2011- 
2012 

OUTILS DE PREPARATION ET DE REPONSE AUX 
CATASTROPHES Soft Fr 

69 USAID 2006 

MADAGASCAR AROMATIC AND MEDICINAL PLANT VALUE 
CHAIN ANALYSIS 
COMBINING THE VALUE CHAIN APPROACH AND NATURE, 
HEALTH, WEALTH AND POWER FRAMEWORKS  
MicroREPORT # 70 

Hard En 

70 USAID 2012 FACTSHEET N° 1 FISCAL YEAR (FY) 2012  SOUTHERN 
AFRICA FLOOD AND CYCLONES Soft En 

71 USAID  
OFFICE OF SECRETARY GENERAL Audit of USAID/ 
MADAGASCAR Distribution of P.L 480 Title II Non Emergency 
Assistance   

Soft En 

72 USAID  Feasibility Study P.L. 480 Mechanism Contributing to Environmental 
Sector Sustainable Finance   Soft En 

73 USAID  Feasibility Study P.L. 480 Mechanism Contributing to Environmental 
Sector Sustainable Finance   Soft En 

74 USAID  USAID/OFDA Disaster Assistance to Madagascar Soft En 
75 USAID  USAID/JariAla: Sustainable Management and Use of Forest Resources Soft En 
76 WB  57918 Plan de Passation de marchés – TRACK II – TF091567 Soft Fr 

77 WB  Wealth Accounting and the Valuation of Ecosystem Services: A Global 
Partnership Soft En 

78 WB  Report N° 61964 – MG  Soft En 
79 WB  GFDRR Country Programming Framework Madagasar Soft En 
80 WB  ANALYSIS OF CLIMATE RISKS IN MADAGASCAR  Soft En 

81 WWF 2010 WWF STUDY REPORT SEPTEMBER 2010 Mangrove ecosystems in 
western Madagascar: an analysis of vulnerability to climate change Hard En 

82 WWF 2010 VOICES OF MALAGASY PEOPLE Climate change and rural 
livelihoods Hard En 

83 WWF 2011 WWF FACTSHEET JUNE 2011 WWF MWIOPO: Who is WWF? Hard En 
84 WWF 2011 WWF REVUE MWIOPO 2011 2008-2010. La Revue de WWF Hard Fr 

85 WWF  Adaptation au Changement Climatique à Madagascar 
Défis, Réponses et Priorités Futures Hard Fr 

86 GIZ 2008 Charcoal in Africa: Importance, Problems and Possible Solution 
Strategies Soft copy En 

87 -  

PC 2010-2011 
 Annexes 
 PLAN DE CONTINGENCE NATIONAL SUR LES 

CYCLONES ET LES INONDATIONS 2010-2011 

Soft Fr 

88 -  
PC 2011-2012 

 Annexes 
 PLAN DE CONTINGENCE NATIONAL SUR LES 

Soft Fr 
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No. Organization Year Title Format 
Lan
gua
ge 

CYCLONES ET LES INONDATIONS 2011-2012 
Système National d’Alerte Précoce SNAP SNGRC 

89 -  PTA 2009 Alerte précoce et Tsunami Soft Fr 
90 -  SNGRC Soft En 
91 -  Most Recent Disaster Declaration :Cyclone, 02-15-2012 Soft En 
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マダガスカル共和国

生物多様性保全・気候変動対策・防災分野

基礎情報収集・確認調査報告書

独立行政法人国際協力機構

マダガスカル事務所

平成24年7月
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